
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置を用いた測定方法であって、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報に基づい
て、土壌センサから計測データを取得し、
　次いで前記土壌タイプと水分量に関する情報に基づいて決定されるモデルに前記取得し
た計測データを入力し、土壌特性を求めることを特徴とする土壌測定方法。
【請求項２】
　測定対象の土壌から所定の計測データを取得する検知手段と、
　前記検知手段で取得した前記計測データに基づいて所定の土壌特性を求める計測情報処
理手段とを備えた土壌測定装置において、
　前記計測データ並びに前記計測情報処理手段で処理するためのモデルは、測定地点の土
壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報に基づいて決定されることを特徴と
する土壌測定装置。
【請求項３】
　使用する計測データ等の計測条件と前記モデルを決定するとともに、前記検知手段並び
に前記計測情報処理手段に設定する土壌測定支援機能を備えたことを特徴とする請求項２
に記載の土壌測定装置。
【請求項４】
　前記計測情報処理手段から出力される土壌特性と、位置情報に基づいて土壌マップを作
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成する作成手段を備えたことを特徴とする請求項２または３に記載の土壌測定装置。
【請求項５】
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報に基づい
て決定されるモデルを設定する処理、
　土壌センサからの計測データを受け取るとともに、その受け取った計測データから前記
設定されたモデルに基づいて所定の土壌特性を求める処理をコンピュータに実行させる命
令を含む土壌測定プログラムを格納したコンピュータが読み取り可能な記録媒体。
【請求項６】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置における支援方法であって、
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルと、そのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌
計測用データを記憶する記憶手段を用意し、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得し
、
　次いで、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手
段をアクセスし、対応する計測条件とモデルを読み出し、
　前記読み出した計測条件とモデルを出力することを特徴とする土壌測定支援方法。
【請求項７】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置における支援方法であって、
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌計測用データを
記憶する記憶手段を用意し、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得し
、
　次いで、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手
段をアクセスし、対応する計測条件を読み出し、
　前記読み出した計測条件を出力することを特徴とする土壌測定支援方法。
【請求項８】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置における支援方法であって、
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルを関連付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段を用意し、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得し
、
　次いで、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手
段をアクセスし、対応するモデルを読み出し、
　前記読み出したモデルを出力することを特徴とする土壌測定支援方法。
【請求項９】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置であって、
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルと、そのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌
計測用データを記憶する記憶手段と、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得す
るとともに、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶
手段をアクセスし、対応する計測条件とモデルを決定する決定手段と、
　その決定手段で決定した前記読み出した計測条件とモデルを出力する手段とを備えたこ
とを特徴とする土壌測定支援装置。
【請求項１０】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置であって、
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌計測用データを
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記憶する記憶手段と、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得す
るとともに、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶
手段をアクセスし、対応する計測条件を決定する決定手段と、
　その決定手段で決定した前記読み出した計測条件を出力する手段とを備えたことを特徴
とする土壌測定支援装置。
【請求項１１】
　土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置であって、
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルを関連付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段と、
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得す
るとともに、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶
手段をアクセスし、対応するモデルを決定する決定手段と、
　その決定手段で決定した前記読み出したモデルを出力する手段とを備えたことを特徴と
する土壌測定支援装置。
【請求項１２】
　測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記土壌タイプを求めるとと
もに、前記決定手段に与える土壌タイプ検出手段を備えたことを特徴とする請求項９乃至
１１のいずれか１項に記載の土壌測定支援装置。
【請求項１３】
　測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記水分量に関する情報を求
めるとともに、前記決定手段に与える水分量情報検出手段を備えたことを特徴とする請求
項９乃至１２のいずれか１項に記載の土壌測定支援装置。
【請求項１４】
　測定対象の土壌を計測して得られた計測データと、前記測定対象の土壌の粘土含量から
規定される粗い土壌タイプとに基づいて前記水分量に関する情報を求めるとともに、前記
決定手段に与える水分量情報検出手段を備えたことを特徴とする請求項９乃至１３のいず
れか１項に記載の土壌測定支援装置。
【請求項１５】
　前記土壌タイプは、あらかじめ測定し記憶保持したデータベースから求めるようにした
ことを特徴とする請求項９乃至１４のいずれか１項に記載の土壌測定支援装置。
【請求項１６】
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めの土壌計測用データと、土壌関連情報とが、出力可能に構造化された状態で記憶された
土壌モデルデータベースに対してアクセスしてその記憶内容の更新，読み出しを行う土壌
モデルデータベース管理者システムであって、
　受け取った利用者からの要求内容に応じて記録された情報の提供と、内容更新を行う機
能を備えた土壌モデルデータベース管理システム。
【請求項１７】
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得す
る処理、
　取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づき、少なくとも土壌タイプと
、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデルと、そのモデル
に入力する計測データを得るための計測条件を記憶した記憶領域にアクセスし、対応する
計測条件とモデルを読み出す処理、
　前記読み出した計測条件とモデルを出力する処理をコンピュータに実行させる命令を含
む土壌測定支援プログラムを格納したコンピュータが読み取り可能な記録媒体。
【請求項１８】
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得す
る処理、
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　取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づき、少なくとも土壌タイプと
、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデルに入力する計測
データを得るための計測条件を記憶した記憶領域にアクセスし、対応する計測条件を読み
出す処理、
　前記読み出した計測条件を出力する処理をコンピュータに実行させる命令を含む土壌測
定支援プログラムを格納したコンピュータが読み取り可能な記録媒体。
【請求項１９】
　少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得す
る処理、
　取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づき、少なくとも土壌タイプと
、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデルとを記憶した記
憶領域にアクセスし、対応するモデルを読み出す処理、
　前記読み出したモデルを出力する処理をコンピュータに実行させる命令を含む土壌測定
支援プログラムを格納したコンピュータが読み取り可能な記録媒体。
【請求項２０】
　測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記土壌タイプを求める処理
と、
　測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記水分量に関する情報を求
める処理の少なくとも一方の処理を実行するプログラムを含むことを特徴とする請求項１
７乃至１９のいずれか１項に記載のコンピュータが読み取り可能な記録媒体。
【請求項２１】
　測定対象の土壌から所定の計測データを取得する検知手段と、前記検知手段で取得した
前記計測データに基づいて所定の土壌特性を求める計測情報処理手段とを備えた土壌測定
装置本体と、
　測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報に基づいて前記計測
情報処理手段で処理するためのモデルと、そのモデルに入力する計測データを得るための
計測条件を決定するとともに、前記土壌測定装置本体に向けて出力する土壌測定支援装置
とを有し、
　前記土壌測定装置本体と前記土壌測定支援装置とは、所定の通信インタフェースにより
データの送受を行うようにしたことを特徴とする土壌測定装置。
【請求項２２】
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めのモデルと、そのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌
計測用データをコンピュータが読み取り可能に記録した記録媒体。
【請求項２３】
　前記土壌計測用データは、計測対象特性名をさらに関連付けたものであることを特徴と
する請求項２２に記載の記録媒体。
【請求項２４】
　前記土壌計測用データは、計測方式をさらに関連付けたものであることを特徴とする請
求項２２に記載の記録媒体。
【請求項２５】
　前記土壌計測用データは、計測対象特性名と計測方式をさらに関連付けたものであるこ
とを特徴とする請求項２２に記載の記録媒体。
【請求項２６】
　少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるた
めの土壌計測用データと、土壌関連情報とが、出力可能に構造化された状態でコンピュー
タが読み取り可能に記録した記録媒体。
【発明の詳細な説明】
技術分野
　本発明は、土壌をリアルタイムで測定するための土壌測定装置、土壌測定支援装置及び
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方法並びにプログラムを記録した記録媒体及びデータを記録した記録媒体並びに
に関するものである。

背景技術
　農産物の収量を増加させるためには、土壌中の有機成分や肥料等の不足分を補給し、耕
作地全体の土壌の均質化を図る必要がある。一方、係る肥料等は、必要以上に補給すると
、かえって農作物のためによくない場合がある。また、必要以上に補給しても農作物に悪
影響が出ないものもあるが、余剰分の肥料等は無駄に捨てることになり、収益性の点で好
ましくない。さらに、環境保全を考慮した場合にも、できるだけ消費する肥料等は少ない
ほうが好ましい。
　そこで、近年、環境保全と収益性の確保を前提とし、農業資材，肥料，農薬，その他の
物の投入量を低減することを目的とした精密圃場管理が普及しつつある。係る管理を行う
ためには、土壌の成分を分析する必要があり、特にリアルタイムに成分分析することが望
まれる。
　係るリアルタイムで成分分析をする土壌測定システムとして、従来、特開平１１－８３
６２７号公報に示す装置があった。その公報に開示された発明は、土壌の光学的特性から
土壌の成分を分析するもので、具体的には、第１図に示すような構成をとっている。
　同図に示すように、光源１から出射された白色光を均平板２で表面をならした土壌面３
に照射する。土壌面３で散乱反射された白色光（散乱反射光）を集光レンズ４で集光して
光積分球５の内部に集光させる。このとき土壌面３の像を光積分球５の受光窓６に結像さ
せて縮小投影するようにしてある。光積分球５内の光は分光装置７に導かれ、その分光装
置７にて分光される。分光された光は、光検出器８により受光され、その受光した光強度
に応じた電気信号が、データ処理装置９に与えられる。そして、データ処理装置９は、受
け取った電気信号（光検出器８の受光信号）に基づいて光スペクトルを求め、反射散乱光
の光スペクトルに基づいて土壌成分を判別する。
　これにより、土壌の形状や土壌面の凹凸等に影響されず、土壌の光学的特性を精度よく
測定できるようにするとともに、土壌面との距離を大きくして、測定精度を向上させるよ
うにしている。
　土壌の成分，構造，力学的特性，電気的特性，光学特性，化学的特性などの土壌特性を
リアルタイムで測定するためには、検出する物理量等としては、測定時間の短いものや、
測定のために土壌に対して長時間の化学実験を必要としない限られたものになる。そこで
、前記の特開平１１－８３６２７号公報における土壌測定システムにおいては、白色光を
土壌表面に照射して得られる反射光のスペクトラムを測定している。これは、土壌成分に
よって、光の吸収スペクトラムが一定であるので、既知のスペクトラムの照明に対する反
射光のスペクトラムを測定することで、土壌成分の濃度を測定できるとの原理による。こ
のように反射光のスペクトラムを利用することで、リアルタイムでの土壌成分の分析が可
能となり、その点で有用な発明である。
　しかし、さらに実験を繰り返し行ったところ、土壌のタイプや土壌の湿気の度合いによ
って、土壌の成分構成が同じであっても、反射光のスペクトラムが異なることがわかった
。これは、例えば土壌が砂を多く含む場合とそうでない場合のように土壌タイプによって
、測定対象の土壌成分の土壌中の分布が変化する。また、湿気の度合いによって測定対象
の土壌成分が化学反応や生物の働きにより他の化合物になったり、分解して、その土壌成
分の存在状態が変化する。係る原因により、測定対象への照明光のあたり方や反射の状況
が変化するためである。
　そして、従来の土壌測定装置では、土壌のタイプや土壌の湿気の度合いが変化すると、
リアルタイムでの土壌特性の測定が困難であった。
　本発明は、土壌のタイプや土壌の水分量の変化があっても、土壌特性を測定するための
測定条件の設定や、検知手段（センサ）から得たデータの処理のためのモデルの設定が簡
単・迅速にできるようにして、土壌測定の高精度化・効率化を図ることのできる土壌測定
装置、土壌測定支援装置及び方法並びにプログラムを記録した記録媒体及びデータを記録
した記録媒体並びに を提供することを目的とする。
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さらに別の目的としては、環境保全を行いつつ堆肥，農薬散布その他の土壌の改良等が行
え、環境にやさしい処理を簡単に行うためのシステム或いは支援システムを提供すること
もある。
発明の開示
　この発明に係る土壌測定方法は、土壌の特性を測定する土壌測定装置を用い、少なくと
も測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報に基づいて、土壌セ
ンサから計測データを取得し、次いで前記土壌タイプと水分量に関する情報に基づいて決
定されるモデルに前記取得した計測データを入力し、土壌特性を求めるようにした。なお
、「水分量に関する情報」は、実施の形態では「含水比」に対応する。
　上記した方法を実施するのに適した土壌測定装置としては、例えば、測定対象の土壌か
ら所定の計測データを取得する検知手段と、前記検知手段で取得した前記計測データに基
づいて所定の土壌特性を求める計測情報処理手段とを備え、前記計測データ並びに前記計
測情報処理手段で処理するためのモデルは、測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれ
る水分量に関する情報に基づいて決定されるように構成できる。なお、上記検知手段は、
実施の形態では、「土壌センサＳ」に対応する。
　また、上記処理を実行させるためのプログラムを格納した本発明に係る記録媒体として
は、少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報に基づ
いて決定されるモデルを設定する処理と、土壌センサからの計測データを受け取るととも
に、その受け取った計測データから前記設定されたモデルに基づいて所定の土壌特性を求
める処理をコンピュータに実行させる命令を含む土壌測定プログラムを格納したコンピュ
ータが読み取り可能に構成できる。
　例えば、測定対象の土壌に光を照射することにより得られる反射光に基づいて土壌特性
を求めることができる。また、そのように光学的性質を利用するものに限られず、物理的
・化学的その他各種の計測データに基づいて土壌特性を求めることができる。そこで、検
知手段等にて係る計測データを取得し、計測情報処理手段にて設定されたモデルに基づい
て情報処理することにより、所望の土壌特性を知ることができる。
　そして、土壌タイプや水分量が異なると、同一の土壌特性の土壌であってもそこから検
出される計測データは異なることがある。逆に、土壌特性が異なっていても、土壌タイプ
や水分量が異なると、得られる計測データが同一となることもある。つまり、計測データ
と土壌特性は一義的に対応していない。そこで、本発明では、測定対象の土壌タイプと水
分量に関する情報に基づいて、その土壌の状態に適したモデルを設定する。そして、計測
データを設定したモデルに入力し、土壌特性を求める。これにより、計測情報処理手段で
は、測定対象の土壌の状態（土壌タイプ・水分量等）に適した情報処理が行われるので、
高精度に土壌特性を求めることができる。
　そして、好ましくは、使用する計測データ等の計測条件と前記モデルを決定するととも
に、前記検知手段並びに前記計測情報処理手段に設定する土壌測定支援機能を備えること
である。土壌測定支援機能により、測定対象の土壌のタイプや水分量に記した計測データ
やモデルが自動設定される。よって、土壌のタイプや土壌の水分量の変化があっても、土
壌特性を測定するための測定条件（使用する計測データの種類等）の設定や、モデルの設
定が簡単・迅速にでき、土壌測定の効率化が図れる。
　さらに、前記計測情報処理手段から出力される土壌特性と、位置情報に基づいて土壌マ
ップを作成する作成手段を備えて構成するとよい。なお、この作成手段は、実施の形態で
は、「土壌マップ作成部５０」に対応する。
　このように構成すると、各位置での土壌特性を関連付けた土壌マップが作成されるので
、作成後に、各種解析や今後の精密圃場管理に有効に利用できる。なお、位置情報は、実
施の形態で示したように、ＧＰＳ等を利用して自動的に求めることができるし、マニュア
ル入力により指定することもできる。リアルタイム処理を考慮すると、位置情報も自動的
に求めるのが好ましい。
　一方、本発明に係る土壌測定支援方法は、土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する
支援装置における支援方法である。そして、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水
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分量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデルと、そのモデルに入力する計測デー
タを得るための計測条件を関連付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段を用意する。
さらに、少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を
取得し、次いで、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記
記憶手段をアクセスし、対応する計測条件とモデルを読み出し、前記読み出した計測条件
とモデルを出力するようにする。
　そして、係る方法を実施するために適した土壌測定支援装置としては、土壌の特性を測
定する土壌測定装置に対する支援装置であって、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれ
る水分量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデルと、そのモデルに入力する計測
データを得るための計測条件を関連付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段と、少な
くとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得するとと
もに、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手段を
アクセスし、対応する計測条件とモデルを決定する決定手段と、その決定手段で決定した
前記読み出した計測条件とモデルを出力する手段とを備えて構成することができる。
　上記のように構成すると、測定地点での土壌タイプと水分量に関する情報を入手するこ
とにより、記憶手段に格納された土壌計測用データに基づいて土壌タイプ等にあったモデ
ルと計測条件を決定することができる。そして、出力する手段を介して例えば請求項２等
に記載の測定装置の検知手段や計測情報処理手段にセットすることにより、効率よく土壌
測定が行える。なお、土壌タイプと水分量に関する情報は、自動或いは手動のいずれの入
力方式をとってもよい。
　また、上記した各発明の説明では、モデルとそのモデルに入力する計測データをともに
求めるようにしたが、必ずしも２つとも求める必要はなく、一方を求めるものでも良い。
　具体的には、土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援装置における支援方法で
あって、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求
めるためのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌計測用デ
ータを記憶する記憶手段を用意する。そして、少なくとも測定地点の土壌タイプと、その
土壌に含まれる水分量に関する情報を取得し、次いで、その取得した前記土壌タイプと前
記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手段をアクセスし、対応する計測条件を読み出
し、前記読み出した計測条件を出力することである。
　また、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求
めるためのモデルを関連付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段を用意し、少なくと
も測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得し、次いで、
その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手段をアクセ
スし、対応するモデルを読み出し、前記読み出したモデルを出力することもできる。
　そして、上記各方法を実施するための土壌の特性を測定する土壌測定装置に対する支援
装置では、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を
求めるためのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を関連付けた土壌計測用
データを記憶する記憶手段と、少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる
水分量に関する情報を取得するとともに、その取得した前記土壌タイプと前記水分量に関
する情報に基づいて前記記憶手段をアクセスし、対応する計測条件を決定する決定手段と
、その決定手段で決定した前記読み出した計測条件を出力する手段とを備えることである
。
　また、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求
めるためのモデルを関連付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段と、少なくとも測定
地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報を取得するとともに、その
取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づいて前記記憶手段をアクセスし
、対応するモデルを決定する決定手段と、その決定手段で決定した前記読み出したモデル
を出力する手段とを備えるようにしてもよい。
　そして好ましくは、測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記土壌
タイプを求めるとともに、前記決定手段に与える土壌タイプ検出手段を備えて構成するこ
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とができる。このようにすることにより、自動的に土壌タイプを入力できるので、土壌タ
イプに対する知識や情報を持たない人でも簡単に土壌測定をすることができる。また、客
土その他により、連続して計測しようとする領域内に異なる土壌タイプが混在するような
場合にも自動的に土壌タイプを求めることにより、土壌タイプを間違えることなく、高精
度でかつ効率的に土壌特性の解析をすることができる。なお、土壌タイプ検出手段は、実
施の形態では、「特徴抽出部５６と土壌タイプ識別部５８」により実現されている。
　また、測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記水分量に関する情
報を求めるとともに、前記決定手段に与える水分量情報検出手段を備えて構成するとよい
。このようにすることにより、自動的に水分量に関する情報を入力できるので、水分量が
不明でも簡単に土壌測定をすることができる。特に水分量は、その測定時点でのものを知
る必要があり、リアルタイム処理を迅速にする上でも係る機能を持たせるとよい。
　さらにまた、水分量情報を求める手段の具体的な構成としては、上記した以外に例えば
、測定対象の土壌を計測して得られた計測データと、前記測定対象の土壌の粘土含量から
規定される粗い土壌タイプとに基づいて前記水分量に関する情報を求めるとともに、前記
決定手段に与える水分量情報検出手段としても良い。なお、粗い土壌タイプを求める手段
としては、実施の形態で説明したように土壌タイプを求める手段の一部、つまり、その粗
い土壌タイプも利用して最終的な土壌タイプを求めるように構成してもよいし、それとは
別に水分量情報を求めるために粗い土壌タイプを求める手段を別途設けても良い。
　さらにまた、前記土壌タイプは、あらかじめ測定し記憶保持したデータベースから求め
るようにしてもよい。なお、そのデータベースは、実施の形態では、「ＧＩＳデータ記憶
部６３」に対応する。
　客土その他の土壌の改良などを行わない場合には、土壌タイプは急に変わることは少な
い。従って、測定しようとする土壌について以前に土壌タイプを測定したデータがある場
合には、そのデータを利用することができる。このように、以前の土壌タイプのデータを
利用すると、測定中にリアルタイムで土壌タイプの検出処理をする必要がなく、データ処
理の負荷が軽減され、処理時間が短縮される。
　一方、以前の土壌タイプのデータを利用できない場合には、以下に示す土壌の特性を測
定する土壌測定装置に対する支援装置における支援方法を用いると良い。すなわち、土壌
の光学特性に関する情報と、土壌の化学成分に関する情報と、土壌特性を求めるためのモ
デルを関係付けた土壌計測用データを記憶する記憶手段を用意する。そして、少なくとも
、測定地点の光学特性に関する情報を取得し、次にその取得した前記光学特性に関する情
報に基づいて前記記憶手段をアクセスし、対応するモデルを読み出し、次いで、所定の地
点の土壌の化学成分に関する情報を取得し、前記化学成分に関する情報に基づいて前記モ
デルを補正する。
　また、上記した各処理を実行させるためのプログラムを格納した本発明に係る記録媒体
としては、少なくとも測定地点の土壌タイプと、その土壌に含まれる水分量に関する情報
を取得する処理、取得した前記土壌タイプと前記水分量に関する情報に基づき、少なくと
も土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデル
と、そのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を記憶した記憶領域にアクセ
スし、対応する計測条件とモデルを読み出す処理、前記読み出した計測条件とモデルを出
力する処理をコンピュータに実行させる命令を含む土壌測定支援プログラムを格納したコ
ンピュータが読み取り可能に構成することができる。
　さらに好ましくは、測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記土壌
タイプを求める処理と、測定対象の土壌を計測して得られた計測データに基づいて前記水
分量に関する情報を求める処理の少なくとも一方の処理を含むように構成することである
。
　さらに本発明に係る土壌測定装置としては、測定対象の土壌から所定の計測データを取
得する検知手段と、前記検知手段で取得した前記計測データに基づいて所定の土壌特性を
求める計測情報処理手段とを備えた土壌測定装置本体と、測定地点の土壌タイプと、その
土壌に含まれる水分量に関する情報に基づいて前記計測情報処理手段で処理するためのモ
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デルと、そのモデルに入力する計測データを得るための計測条件を決定するとともに、前
記土壌測定装置本体に向けて計測条件とモデルを出力する土壌測定支援装置とを有し、前
記土壌測定装置本体と前記土壌測定支援装置とは、所定の通信インタフェースによりデー
タの送受を行うように構成することもできる。係る発明は、第２の実施の形態で実現され
ている。
　このように、測定装置本体と支援装置とを別途形成することで、支援装置をトラクタな
どの測定対象の土壌内を移動する手段に搭載しなくてもよくなる。さらに、通信手段とし
て無線を用いた場合には、例えば１つの土壌測定支援装置と複数の土壌測定装置本体を連
携させることもできる。
　さらに本発明に係る記録媒体としては、少なくとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分
量に関する情報と、土壌特性を求めるためのモデルと、そのモデルに入力する計測データ
を得るための計測条件を関連付けた土壌計測用データをコンピュータが読み取り可能に記
録して構成した。
　さらに、前記土壌計測用データは、計測対象特性名をさらに関連付けたものとしたり、
計測方式を関連付けたものとすることができる。また、計測対象特性名と計測方式をさら
に関連付けるようにしてもよい。
　そして、上記した各記録媒体を用い、コンピュータに読取らせることにより、土壌を測
定する地点の状態にあった計測条件や、モデルを簡単に読み出し、土壌測定に利用するこ
とができ、高精度な土壌の解析が行える。
　また、記録媒体に記憶させる情報としては、上記したように土壌特性を求めるためのモ
デルや計測条件のように、土壌測定を行うための情報に限られない。一例としては、少な
くとも土壌タイプと、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるための土
壌計測用データと、土壌関連情報とが、出力可能に構造化された状態でコンピュータが読
み取り可能に記録するとよい。
　さらに、本発明の土壌モデルデータベース管理者システムは、少なくとも土壌タイプと
、土壌に含まれる水分量に関する情報と、土壌特性を求めるための土壌計測用データと、
土壌関連情報とが、出力可能に構造化された状態で記憶された土壌モデルデータベースに
対してアクセスしてその記憶内容の更新，読み出しを行う土壌モデルデータベース管理者
システムである。そして、受け取った利用者からの要求内容に応じて記録された情報の提
供と、内容更新を行う機能を備えるようにした。なお、内容更新は、記憶された情報の訂
正，追加，削除など各種の行為を含む。また、情報の提供は、必ずしも要求を発した利用
者に行うものに限られず、要求内容によっては異なる人に対して提供することもあり得る
。
　ここで、土壌関連情報とは、例えば、その土壌に適した種子の広告、肥料の広告、土壌
鑑定サービス、栽培レシピ、農地所在情報などである。つまり、土壌タイプ等がわかると
、それをキーにして関連する情報を呼び出すことができるので、その土壌にとって必要な
情報を効率よく取得できる。また、情報提供者にとっても、必要な人に効率良く情報を提
供することができるので好ましい。
　そして、係るデータベースを管理する土壌モデルデータベース管理者システムによれば
、上記した土壌に関連する情報の提供等を的確に行えるのでよい。更新処理を順次行うこ
とにより、最新の情報を提供することができる。また、情報量を増やすことにより、使い
勝手が良く、様々な分野に応用が可能なデータベースを構築することができる。このとき
、利用者への情報の提供や、更新するための情報の利用者からの提供を受けた場合に、そ
れにともない対価を支払うなどの決済機能を組み込むと、土壌モデルデータベース管理者
システムを実施する者にとってビジネスとして成り立
　 らに本発明に係る農作業決定支援システムでは、外部から通信手段を介して土壌特性
マップを取得する手段と、前記土壌特性マップを作業履歴と対応付けてデータベースに記
録し、入力された土壌特性マップに適合する作業履歴を検索可能なデータベースシステム
と、前記土壌特性マップに適合した作業履歴に基づいて作業計画を作成して出力する手段
とを備えて構成することができる。

10

20

30

40

50

(9) JP 3831249 B2 2006.10.11

つ。
さ



　＊用語の解説
　「土壌タイプ」は、土壌の特性に着目して土壌に付与された分類である。分類の目的に
よって、様々な分類体系がある。土質工学的目的で土壌を分類する場合には、「日本統一
土質分類法」が用いられる。また、農業の目的での土壌分類では「農学法」がある。本発
明の実施の形態においては、農業の目的のために、土壌の色，土壌粒子の粒径，土壌のテ
クスチャをもとに土壌タイプを定義する。
　なお、農耕地土壌分類委員会（１９９５）による分類では、２４の土壌群でその下に７
２の土壌亜群をおいている。実際には７２タイプの土壌亜群が使用されている。
　そして、２４の土壌群は、造成土，泥炭土，黒泥土，ポドソル，砂丘未熟土，火山放出
物未熟土，黒ボクグライ土，多湿黒ボク土，森林黒ボク土，非アロフェイン質黒ボク土，
黒ボク土，低地水田土，グライ低地土，灰色低地土，未熟低地土，褐色低地土，グライ台
地土，岩屑土，陸成未熟土，暗赤色土，赤色土，黄色土，褐色森林土となっている。
　もちろん、上記した具体的な分類法に限る必要がなく、各種の公的に定められた、或い
は私的に決定した分類にしたがって土壌タイプを決定して良い。つまり、土壌分類法は、
国際的並びに各国ごとに、それぞれの用途，純粋な土壌学上などに基づいて多種多様の分
類法が存在する。従って、既存の分類法に従って定められた土壌タイプを利用しても良い
。但し、必ずしも係る土壌学分類に準じた分類に対応する必要はなく、好ましくは、精密
農法に適した分類を想定することである。
　「土壌に含まれる水分量に関する情報」は、含まれる水分量を特定するための情報であ
り、実施の形態では、土壌中の固体に対する水分の割合である含水比で定義したが、土壌
全体に対する水分の割合である含水率その他の各種のものにより定義できる。さらに、具
体的な比率などの値ではなく、「水分量が高い／低い」や「水分量が高い／中くらい／低
い」等の定性的な特定でもよい。
　「計測条件」は、所望の土壌特性を求めるための入力情報を土壌センサで得るにあたっ
て、土壌センサの設置環境，土壌センサのセンシング動作，土壌センサがセンシングして
得た情報の出力処理を制御するデータ等である。例えば、土壌センサと土壌面との距離や
方向，土壌センサが土壌センシングのために土壌に対して投射する光や電磁波の強度や波
長，土壌センサが内蔵する増幅器の増幅率，土壌センサでのサンプリング周期，土壌セン
サで検知した情報の平均化回数等、多岐にわたる。
　「モデル」は、土壌センサで取得した計測データ等の入力に基づいて、所望の土壌特性
（出力）を求めるための処理機能を実現するための情報である。表現の形態としては、数
式，サブルーチン，テーブル，ルール，所定の処理方式におけるパラメータ，数式やサブ
ルーチンへのポインタ等、多岐にわたる。
　そして、上記処理機能は、モデル自身が備えている場合はもちろんのこと、モデル自身
は備えていなくても、例えば、入力された計測データを受け、最終的に処理機能を実現で
きるようになっていればよい。一例を示すと、上記例示したポインタの場合には、それ自
身は処理機能はないが、そのポインタにより指定された記憶領域などに処理機能が格納さ
れており、その格納された処理機能を実行して土壌特性を求めるようになっていても良い
。すなわち、要は、モデルに対して計測データを入力した場合に、そのモデルにより特定
される情報を使用し、土壌特性が求められれば良い。
　また、測定地点の土壌タイプや水分量に関する情報は、必ずしも測定時点における測定
地点のものを計測し得られたものに限らない。すなわち、あらかじめ既知であった場合に
は、その既知のデータを利用することができる。また、ある範囲で同じ場合には、実際の
測定地点では測定することなく、その別の場所で測定して得られたデータを測定地点にお
けるデータと推定して処理することもできる。要は、測定地点における土壌タイプと水分
量に関する情報を取得できれば、その取得方法は任意である。つまり、直接或いは間接的
に入手したり、さらには推定する等の各種の方法により取得すればよい。
　「計測対象特性名」は、測定する土壌特性を特定するための情報である。また、「計測
方式」は、土壌特性を測定するために、どのような方法により計測データを取得するかに
ついて特定する情報である。測定の仕方、使用するセンサや測定装置等や、それらの装置
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類の使用方法、設定条件等、多岐にわたる。
発明を実施するための最良の形態
　本発明をより詳細に説明するにあたり、添付の図面に従ってこれを説明する。
　第２図は、本発明が適用される移動型土壌観測車両を使用して土壌特性の測定を行う場
合の概略構成図であり、圃場１０内の各地域の土壌特性の測定を行うものである。同図に
示すように、本発明の土壌測定装置１１をトラクタ１２に実装する。そして、そのトラク
タ１２で圃場１０内を移動しながら、その圃場１０内の各場所で、土壌測定装置１１を用
いてその土壌特性を測定する。
　また、圃場１０内でのトラクタ１２の現在位置はＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉ
ｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）衛星１４との通信によって獲得し、土壌特性を計測する土壌
測定装置１１の測定結果とＤＧＰＳ衛星１４から得た現在位置情報に基づいて圃場１０内
の各地域における土壌状態を測定し、記録するようにしている。
　第３図は、土壌測定装置１１の概略構成を示している。本形態では、主として土壌の光
学特性を検出し、それに基づいて土壌の特性を測定するようにしている。具体的には、土
壌測定装置１１は、そのトラクタ１２の後部に取り付けられている。そして、土壌測定装
置１１は、圃場１０の土壌１６を掘削しながら土壌１６内を進む装置本体２０と、その装
置本体２０をトラクタ１２に接続する支持フレーム２１と、支持フレーム２１上に載置さ
れた分光装置２２と、装置本体２０の上端に支持アーム２４を介して接続された深度測定
用転輪２５と、トラクタ１２上に置かれ分光装置２２や深度測定用転輪２５等から与えら
れる情報に基づいてデータ処理をする土壌測定支援装置２６を有している。
　装置本体２０は、土壌１６の掘削を行う土壌掘削部２８と、その土壌掘削部２８の後段
に接続され、土壌１６に対するセンシングを行うセンシング部２９を有している。また、
分光装置２２は、センシング部２９で検出した光を分光し、所望の波長成分を抽出し、光
スペクトラムを得るようになっている。
　さらに、支持アーム２４は、支持フレーム２１に連結する上端部を中心に正逆回転可能
となる。深度測定用転輪２５は、支持アーム２４の先端にフリー状態で自転するように取
り付けられている。これにより、深度測定用転輪２５は、第３図中時計方向、つまり支持
アーム２４とセンシング部２９の上方部位とのなす角θが狭くなる方向に公転移動するよ
うな方向に力が働くので、常時地表面３０上に接触する。そして、トラクタ１２の移動に
追従して、深度測定用転輪２５は、地表面３０上に接触した状態を維持しながら自転する
。さらに、装置本体２０の掘削深度が変動すると、支持フレーム２１と地表面３０との距
離が変化するので、それに応じて深度測定用転輪２５が上下移動する。
　よって、この深度測定用転輪２５の上下移動にともない、支持アーム２４も正逆回転す
る。そして、掘削深度が深いほど深度測定用転輪２５は上昇し、角度θも広くなる。従っ
て、その角度θを検出することにより、深度測定用転輪２５の位置、ひいては掘削深度を
検出することができる。なお、角度θは、例えば、支持アーム２４の上方の回転軸にロー
タリエンコーダ等の回転角度検出装置を取り付けることにより測定できる。そして、その
角度θの測定結果は、土壌測定支援装置２６に与えられる。
　また、土壌測定支援装置２６は、パソコン等により構成することができる。さらに、本
形態では、トラクタ１２の前方に発電機２７を設置する。この発電機２７は、ＡＣ１００
Ｖを発生する交流発電機であり、土壌測定支援装置２６や分光装置２２などの駆動電源と
して使用する。
　第４図は、土壌掘削部２８及びセンシング部２９の部分の側面図で、第５図は第４図の
断面図である。同図に示すように、土壌掘削部２８は、トラクタ１２の走行にともなって
土中を掘削するとともに、センシング部２９で土壌のセンシングがしやすいように平坦な
土壌面を作るもので、土中を地表面３０に平行に進む。
　具体的には、土壌掘削部２８は、先端が尖った略円錐形状の第１の土中貫入部３１と、
第１の土中貫入部３１に連設して設けられて円形の断面が序々に大きくなる第２の土中貫
入部３２と、その第２の土中貫入部３２と接続部材３３を介して設けられ上部にはシャン
ク３４が取り付けられる第３の土中貫入部３５と、第３の土中貫入部３５とセンシング部
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２９を接続するとともに下面には後述する均平板３６が取り付けられた第４の土中貫入部
３７とを備えている。
　このような構成において、土壌掘削部２８の先端に位置する第１の土中貫入部３１は略
円錐形状で断面は略円形状であり、第１の土中貫入部３１に連設して設けられた第２の土
中貫入部３２の断面も略円形状である。従って、土壌掘削部２８は断面が略円形の穴を掘
削しつつ土中を進むことになる。そして、断面が略円形なので周囲の土壌から受ける抵抗
が小さく、これによって土中での進行を円滑にし、かつ測定対象となる周囲の土壌の性状
を損なわない。
　また、第１の土中貫入部３１によって掘削された穴は上記のごとく略円形であり、その
円形の下部（最深部側）は円弧を描いており、平坦ではない。一方、第４図に示すように
、第２の土中貫入部３２、第３の土中貫入部３５、第４の土中貫入部３７はいずれも第１
の土中貫入部３１の底面とセンシング部２９の底面を結ぶ直線Ｌ１より上に位置している
。従って、センシング部２９の前に来るまで掘削された穴の底部（最深部側）の形状に変
化はなく円弧を描いている。
　しかし、このように円弧を描いている土壌を測定対象としては精度のよい土壌測定はで
きない。そこで、第４の土中貫入部３７の下面には均平板３６を取り付け、それまで円弧
を描いていた穴の底部を平坦にするようにしている。
　さらに、シャンク３４は、進行方向の先端に位置して土壌を切り開くもので、第４図に
示すように進行方向Ａの反対側に僅かに傾斜して設けられ、進行にともない土壌から受け
る抵抗を小さくするようにしている。さらに、第５図に示すようにその先端部３４ａは、
例えば３０度の角度で楔形に形成されている。よって、最小限の抵抗を受けつつ土中を進
行でき、深度の深い部分の土壌の測定ができるように構成されている。
　一方、センシング部２９は、測定対象となる土壌面４０側が開口したセンシング室４１
と、複数のセンサ群が格納されたセンサ格納部４２より構成される。センサ格納部４２に
は、中央に測定対象となる土壌面４０を撮像するＣＣＤカメラ４３が設けられ、そのＣＣ
Ｄカメラ４３でカラー画像データを撮像するようにしている。
　ＣＣＤカメラ４３の両隣には、可視光の反射光を収集する可視光集光ファイバ４４と近
赤外光の反射光を収集する近赤外光集光ファイバ４５が設けられている。また、センサ格
納部４２の両側には照明用光ファイバ４６が設けられている。そして、図外のハロゲンラ
ンプ等の光源から出射された光が、照明用光ファイバ４６により導かれて土壌面４０を照
射するようになる。
　このように、検出対象の光が、可視光と近赤外光であるので、照明用光ファイバ４６は
光源から送出された光のうち、可視光の波長域である４００ｎｍ～９００ｎｍの波長域の
光と、近赤外光の波長域である９００ｎｍ～１７００ｎｍの波長域の光を含む４００ｎｍ
～２４００ｎｍの波長域の光のみを透過させるようにしている。
　そして、近赤外光集光ファイバ４５は近赤外光の波長帯域である９００ｎｍ～１７００
ｎｍの波長域の光のみを収集する。また、可視光集光ファイバ４４は照明用光ファイバ４
６から照射した光の反射光うち、可視光の波長域である４００ｎｍ～９００ｎｍの波長域
の光のみを収集する。
　また、センシング部２９の上部には進行方向Ａと反対方向にわずかに傾斜して地上に突
出する光ファイバ等のコード類を保護する保護ケース４７が設けられ、保護ケース４７と
シャンク３４との間にはセンサ本体支持部４８が設けられている。
　分光装置２２は可視光用分光器と、近赤外光用分光器より構成される。そして、可視光
集光ファイバ４４で収集された土壌面からの反射光が可視光用分光器に送出される。近赤
外光集光ファイバ４５で収集された土壌面からの反射光が近赤外光用分光器に送出される
。これにより、各波長域における受信強度が測定されるように構成されている。
　なお、各分光器は、フォトダイオードリニアアレイによるマルチチャンネル式分光器で
、可視領域では４００ｎｍ～９００ｎｍの波長域で２５６チャンネル、近赤外領域では９
００ｎｍ～１７００ｎｍの波長域で１２８チャンネルが同時に高速検出可能である。
　第６図は、土壌測定支援装置２６の内部構造並びに周辺機器との接続状態を示している
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。まず、本形態の土壌測定支援装置２６は、土壌特性を求めるに際し、その土壌タイプと
、その土壌の含水比に応じた、土壌特性を求めるためのモデル（演算式）や必要な計測デ
ータの種類（計測条件）を決定し、そのモデルに基づいて与えられた計測データからその
土壌特性を求めるようにしている。
　つまり、上記したモデル等を決定する前処理機能と、計測データに基づいて実際の土壌
特性を求める計測機能を有している。そして、１つの圃場１０の中でも場所により含水比
が異なることが有り、さらに、例えば客土などを行っている場合には、土壌タイプも異な
ることが有る。従って、上記した２つの機能は、各測定地点において共にリアルタイム処
理をするようにしている。
　もちろん、あらかじめ１つの圃場１０内など連続して測定する領域における土壌タイプ
や、含水比が一定であることがわかっている場合には、前処理機能は、最初に１回実行し
、その後は計測機能のみ実行するようにしても良い。さらには各計測位置でその都度前処
理機能と計測機能を実施するのではなく、前処理機能は任意のタイミングで実行するよう
にしても良い等各種の変更実施が可能である。
　そして、具体的な構成としては以下のようになる。まず、接続状態について説明すると
、同図に示すように、土壌センサＳは、土壌の光学特性を計測して得られた計測データを
土壌測定支援装置２６に与えるようになっている。さらに、測定対象の土壌面を撮像した
画像データも送れるようになっている。つまり、土壌センサＳは、第４図，第５図等に示
した分光装置２２やセンシング部２９等に対応する。
　土壌測定支援装置２６は、受け取った計測データに基づいて土壌タイプと含水比を判定
し、それに基づいて最適な計測条件と、土壌特性を測定する際のモデル（演算式）を決定
する。そして、決定した計測条件を得られるように土壌センサＳに制御データを送る。ま
た、決定した計測モデルは、本来の計測機能を実施するための計測情報処理部５５に与え
る。そして、土壌センサＳから出力される計測データが、計測情報処理部５５に与えられ
、そこにおいて設定された計測モデルに基づいて、土壌特性を測定し、その結果を土壌マ
ップ作成部５０に与えるようになっている。
　さらに、土壌測定装置は、ＧＰＳ装置５１を備え、受信したＤＧＰＳ信号を解析し、装
置が存在している現在位置を検出し、その位置情報を土壌マップ作成部５０に与える。そ
して、土壌マップ作成部５０は、位置情報と土壌特性を関連付けた土壌マップを作成し、
土壌マップ記憶部５２に格納するようになっている。この土壌マップ記憶部５２は、パソ
コンのハードディスク等の内部記憶手段でも良いし、ＭＯ，ＦＤやＰＣカードその他の外
部記憶手段でも良い。
　次に、土壌測定支援装置２６の内部構成を説明する。まず、土壌タイプ識別用の特徴抽
出部５６と含水比検出部５７を有し、土壌センサＳから出力される計測データ（主として
波長スペクトラムデータ）は、それら特徴抽出部５６と含水比検出部５７に与えられる。
　そして、特徴抽出部５６で抽出された特徴量は、次段の土壌タイプ識別部５８に与えら
れ、そこにおいて現在位置における土壌タイプを求めるようになっている。さらに、求め
た土壌タイプは、決定部５９に与えられる。本形態では、土壌タイプは、測定対象の土壌
面を撮像して得られたカラーの画像データに基づいて決定し、含水比は、所定波長の反射
光強度に基づいて決定される（詳細は後述する）。
　決定部５９は、与えられた土壌タイプ並びに含水比から、土壌計測用データ記憶部６０
に格納された土壌計測用データをアクセスし、土壌計測をするのに適したモデルと、必要
な計測データを得るための計測条件を決定する。つまり、モデルはモデル決定部５９ａで
決定し、決定したモデルを計測情報処理部５５に与える。また、計測条件は計測条件決定
部５９ｂで決定し、決定した計測条件を計測条件設定部６１に与える。
　そして、計測条件設定部６１は、土壌センサＳから計測情報処理部５５に与えられる計
測データが決定された計測条件に適合するように制御データを出力する。この土壌センサ
を制御するための制御データとしては、反射光の光スペクトラムの中で出力を必要とする
波長帯域を指定するデータや、ノイズ除去のための平滑化を制御するためのデータ（例：
平均化のためのサンプル回数）等がある。
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　計測条件設定部６１は、モデル決定部５９ａから与えられたモデルにしたがい、上記し
た制御データにより設定された所望の計測データを土壌センサＳから受け取るとともに、
データ処理をして計測対象の土壌特性を求める。そして、その求めた計測結果、つまり土
壌特性を土壌マップ作成部５０に向けて出力する。
　なお、上記したように、計測情報処理部５５に与えられる計測データは、前処理機能を
実行し、決定された計測条件に基づき決定されたものである。一方、特徴抽出部５６や含
水比検出部５７に与えられる計測データは、土壌タイプや含水比検出に適したものとなる
。よって、両者の入力は共に「計測データ」としているが、具体的な内容は異なることが
有る（もちろん同じ場合も有る）。
　次に各部の詳細な説明をする。まず、含水比検出部５７は、波長が１８５０ｎｍにおけ
る反射光に基づいて含水比を決定する。すなわち、１８５０ｎｍは、水の吸収帯の１つで
あり、既知の異なる含水比の土壌面からの反射光のうち１８５０ｎｍの波長の光強度を測
定し、その光強度の一次微分の標準化値と含水比の相関を求めると、第７図のような特性
となる。
　ここで、一次微分は１８５０ｎｍと、その前後の１または数個分の波長の光強度から求
めることができる。また、標準化値は、平均を０、標準偏差を１にする変換で、測定値を
ｘ，測定値の平均値をｍ，標準偏差をσとした場合に、
　　標準化値＝（ｘ－ｍ）／σ
により求められる値である。また、含水比は土壌中の固体分の重量に対する水分の重量の
割合である。
　第７図から明らかなように、含水比が高いものは一次微分の標準化値が負（－０．５～
－１．３程度）となり、含水比が低いものは一次微分の標準化値が正（０～２程度）とな
る。そして、その一次微分と含水比の相関は、下記の一次式により重決定Ｒ２ が０．９４
０となり、さらに下記の指数関数を適用するとＲ２ は０．９６８となる。これにより、±
５％の精度で含水比を推定できる。
　　ｙ＝－３９．９ｘ＋６４．７
　　　　→Ｒ２ ＝０．９４０
　　ｙ＝４３．６ｅ－ １ ． ０ ５ ｘ

　　　　→Ｒ２ ＝０．９６８
　従って、含水比検出部５７は、上記した相関式（例えば指数関数式）や、標準化値を求
めるための標準偏差や平均値を記憶しておき、与えられた計測データである１８５０ｎｍ
を含む所定波長の反射光量から一次微分の標準化値を求め、その標準化値をその相関式に
代入することにより含水比ｙを求めることができる。そして、その求めた含水比ｙを決定
部５９に送る。
　なお、上記の相関は、測定機固有のものとなるので、あらかじめ使用する測定機により
実験を行い、相関式や、標準化値を求めるためのデータを求め、その情報を含水比検出部
５７にセットする。また、一次微分さらには標準化値は、土壌センサＳ側で行い、その結
果を含水比検出部５７が受け取るようにしてももちろんよい。また、標準化処理を施さず
に含水比を精度よく求めることが可能な場合もある。
　土壌タイプの識別は、本形態では土壌面の色に基づいて決定するようにしている。すな
わち、土壌の色は、構成物質によって決まり、特に、着色剤である有機物と鉄化合物の量
及び形態により決定される。そして、係る色と着色物質並びに土壌の関係の一例を示すと
第８図のようになっている。
　このように、色から土壌中に存在する着色物質がわかり、複数の色が混在している場合
には、その混在する色の存在率等から着色物質の存在量も推定できる。これにより、土壌
面の色の状態から土壌中に含まれる構成物質を特定し、その存在量から土壌タイプを推定
できる。
　そこで、特徴抽出部５６では、与えられた画像データに対して画像処理をし、画像デー
タ中に存在する色成分とその存在率を抽出する。そして、抽出した色成分，存在率を土壌
タイプ識別部５８に送る。土壌タイプ識別部５８では、上記した第８図に示すような関連

10

20

30

40

50

(14) JP 3831249 B2 2006.10.11



情報に基づいて作成された、特徴量（色成分・存在率）と土壌タイプを関連付けたテーブ
ルを用意しておき、受け取った特徴量に基づいてそのテーブルを参照し、該当する土壌タ
イプを抽出する。そして、抽出した土壌タイプを決定部５９に送る。
　決定部５９では、マニュアル入力部６２を介して操作員から入力された計測方式のデー
タと計測対象の土壌特性名を受け取るとともに、上記自動的に求められた含水比と土壌タ
イプに基づいて、土壌計測用データ記憶部６０をアクセスし、計測条件やモデルを決定す
る。
　さらに本形態では、このマニュアル入力部６２を用いて、土壌タイプや含水比を決定部
５９に対して入力できるようにしている。つまり、土壌タイプや含水比は、上記したよう
に計測データに基づいて自動的に設定する場合と、マニュアルで入力する場合の両方に対
応できるようになっている。
　さらに、最近では、全国の各畑に対し、それぞれ数地点でサンプリングし土壌タイプを
求め、それをデータベース化している。このデータベースに格納されたデータをＧＩＳ（
地理情報システム）データと称している。そこで、このＧＩＳデータをＧＩＳデータ記憶
部６３に記憶保持させておき、その記憶したＧＩＳデータから計測対象の土壌タイプを抽
出し、決定部５９に与えることができるようになっている。この場合のＧＩＳデータを読
み出す際に必要な位置情報は、マニュアルで指示したり、或いはＧＰＳ装置５１で検出し
たものを用いることができる。
　ここで土壌計測用データについて説明すると、第９図，第１０図のようなデータ構造と
なっている。同図に示すように、入力側として計測対象特性名，含水比，土壌タイプ，計
測方式の４つのパラメータがあり、出力側にその入力側の４つのパラメータにより特定さ
れるモデルと計測条件の２つの情報が関連付けられたテーブルとなっている。
　つまり、モデル決定部５９ａは、操作員から与えられる２つのデータと、土壌タイプ識
別部５８，含水比検出部５７から与えられる土壌タイプと含水比の２つのデータ（マニュ
アル入力やＧＩＳデータからの入力もある）に基づいて入力側をサーチし、該当するもの
が検出されたならばそれに関連付けられた出力側のモデルの欄を読み出し、計測情報処理
部５５に与える。同様に、計測条件決定部５９ｂは、手動並びに自動により与えられた上
記４つのデータに基づいて入力側をサーチし、該当するものが検出されたならばそれに関
連付けられた出力側の計測条件の欄を読み出し、計測条件設定部６１に与える。つまり、
本形態では、決定部５９は、与えられた情報に基づいて土壌計測用データ記憶部６０に格
納されたテーブルを参照し、該当する情報を抽出するとともに、出力する機能を有してい
る。
　なお、第９図，第１０図では、入力は（１）計測対象特性名、（２）含水比、（３）土
壌タイプ、（４）計測方式の４種類である。（１）計測対象特性名と（４）計測方式は、
通常は一つの農地においては一定として土壌特性の計測が行なわれると考えられる。この
場合には、第９図，第１０図のテーブルを検索するためのインデックスとしては、それら
（１）計測対象特性名と（４）計測方式は不要となる。しかし、計測対象の土壌特性や計
測用センサを変更した場合には、（１）～（４）のすべてが第９図，第１０図のテーブル
の検索に必要になる。
　次に、土壌計測用データの各項目について説明する。計測対象特性名は、土壌特性のう
ち計測したい種類を特定するものである。図示の例では、ＮＯ３ －Ｎ濃度，電気伝導度，
含水比を示しているが、これ以外にもリン，カリウム，マンガン，マグネシウム，鉄，ホ
ウ素，ケイ素等の化学成分や、有機物含量や、透水性，硬さ，ｐＨ等の土の物理量等があ
る。
　また、計測方式は、どのような方法により計測データを取得するかについて特定するも
ので、使用するセンサや測定装置等によっても異なる。図中に示した方式１は、上記した
実施の形態の装置を用いた計測方式である。なお、入力側の含水比と土壌タイプは、上記
した実施の形態で説明した通りである。
　モデルは、土壌センサＳから与えられた計測データに基づいて、計測対象特性名を求め
るためのもので、本形態では演算式を特定するデータが格納されている。この演算式は、
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指数重回帰，線形重回帰等を用いることができる。そして、係る演算式は、実際に既知の
土壌においてサンプリングを行い、計測データに対する計測対象特性の値の相関データを
とり、得られた相関関係に基づいて決定している。また、計測条件は、モデルの演算式に
おける変数を取得するために必要な計測データの種類であり、光スペクトルの場合には、
サンプリングする波長データである。
　ここで上記モデルについて説明する。土壌タイプが関東ロームで、含水比が低い場合に
おけるＮＯ３ －Ｎ濃度は、
　　Ａ＋ΣＢｉ・ｅｘｐ（Ｃｉ・Ｙｉ）
により求められる。ここで、Ｙｉは、波長Ｘｉの一次微分である。通常は二次微分を用い
るところ、一次微分を用いることにより、精度よくＮＯ３ －Ｎ濃度を求めることができた
。また、Ｂｉ，Ｃｉは、それぞれ係数であり、この例ではｉは１から３の値をとるように
なっている。
　つまり、ｉ＝１のときは、Ｂ１，Ｃ１と、計測条件（１）で示した波長８２４ｎｍにお
ける反射光量の一次微分値により算出された値，ｉ＝２のときは、Ｂ２，Ｃ２と、計測条
件（２）で示した波長１２８０ｎｍにおける反射光量の一次微分値により算出された値，
ｉ＝３のときは、Ｂ３，Ｃ３と、計測条件（３）で示した波長１７６８ｎｍにおける反射
光量の一次微分値により算出された値の総和に、係数Ａを加算した値が、求めるＮＯ３ －
Ｎ濃度の値である。
　上記式により求めたＮＯ３ －Ｎ濃度（推定値）の値と、実際のＮＯ３ －Ｎ濃度（測定値
）の相関を採ると、第１１図（ａ）のようになった。図から明らかなように、ほぼ直線上
に乗っており、決定係数Ｒ２ は、０．９０３という高水準のものとなった。
　また、同じ土壌タイプである関東ロームで含水比が高い場合のモデルは、演算式は上記
した含水比が低い場合と同じであり、ｉも３と同じである。しかし、具体的なＡ，Ｂｉ，
Ｃｉの係数の値や、計測条件として設定される３つの波長が異なる。このように含水比に
応じたモデル（演算式）を設定することにより、係る演算式により求めたＮＯ３ －Ｎ濃度
（推定値）の値と、実際のＮＯ３ －Ｎ濃度（測定値）の相関を採ると、第１１図（ｂ）の
ようになった。図から明らかなように、ほぼ直線上に乗っており、決定係数Ｒ２ は、０．
７３２という結果が得られた。
　このモデルでは、含水比が高いほうの決定係数Ｒ２ がやや低いものの、従来はＮＯ３ －
Ｎ濃度を算出することができなかったことに鑑みれば、ＮＯ３ －Ｎ濃度を直接演算により
求めることができるようになった本形態は、優れた効果を奏するといえる。
　一方、大まかな含水比ではなく、より高精度に含水比を知りたい場合が有る。従って、
含水比が低い畑地において、計測対象特性名が精密な含水比とした場合には、第１０図に
示すような一次式からなるモデルにより求めることができる。但し、図中に示したように
、計測データＸに基づいて求めるＷは二次微分値Ｙについての標準化値としている。標準
化値は、含水比検出部５７にて大まかな含水比を求める際に使用したものと同様である。
そして、二次微分の標準化値と含水比の相関を採ると、第１２図（ａ）のようになった。
図から明らかなように、ほぼ直線上に乗っており、決定係数Ｒ２ は、０．９８０という結
果が得られた。
　同様に、含水比が高い畑値の場合、演算式は上記した含水比が低い場合と同じであり、
使用する波長も１つである点でも同じである。しかし、具体的なＡ，Ｂの係数の値や、計
測条件として設定される波長が１８５０ｎｍと異なる。さらに反射光量の一次微分の標準
化値を用いる点でも異なる。そして、一次微分の標準化値と含水比の相関を採ると、第１
２図（ｂ）のようになった。図から明らかなように、ほぼ直線上に乗っており、決定係数
Ｒ２ は、０．７０６という結果が得られた。
　また、電気伝導度については、具体的な相関を示すグラフの図示は省略するが、含水比
が低い畑値の場合の重決定Ｒ２ は、０．８０９となり、含水比が高い畑値の場合の重決定
Ｒ２ は、０．８０８となった。
　さらにまた、有機物含有量を計測する場合には、含水比が低い畑地の場合は第１３図（
ａ）に示すような測定結果が得られ、重決定Ｒ２ は、０．８８６となる。また、含水比が
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高い畑地の場合は、同様に第１３図（ｂ）に示すような測定結果が得られ、重決定Ｒ２ は
、０．８１１となった。このように、いずれも信頼性の高い相関値が得られる。
　次に、上記した本実施の形態の装置を用いて、本発明方法の一実施の形態を説明する。
第１４図，第１５図に示すように、まず、土壌タイプはＧＩＳから入力するか否かを判断
する（ＳＴ１）。そして、ＧＩＳからの入力するモードの場合には、ステップ２に飛び、
測定する農地の位置の入力を受け、それに基づいてＧＩＳデータ記憶部６３をアクセスし
、対応するＧＩＳデータに格納された土壌タイプを読み出す。その後、ステップ６（含水
比の計測モード判定）に進む。
　一方、ＧＩＳから入力しない場合（ステップ１の分岐判断でＮｏ）には、ステップ３に
飛び、マニュアルで土壌タイプを入力するか否かを判断する（ＳＴ３）。そして、マニュ
アル入力をする場合には、ステップ４に進み、操作者が入力した土壌タイプを受け取り、
記憶する。また、マニュアル入力でない場合には、ステップ５に進み土壌タイプ自動検出
モードに設定する。つまり、計測データに基づき、特徴抽出部５６，土壌タイプ識別部５
８を動作させて土壌タイプを判定するようになる。
　上記のようにして、土壌タイプの入力モード（ＧＩＳ／マニュアル／自動）が決定され
たならば、含水比を自動計測するか否かを判断する（ＳＴ６）。そして、自動計測しない
場合には、マニュアル入力部６２から入力された含水比を読み取り、記録する（ＳＴ７）
。また、自動計測する場合には、自動計測モードに設定する（ＳＴ８）。つまり、計測デ
ータに基づき、含水比検出部５７を作動させて含水比を判定するようになる。
　次いで、マニュアル入力部６２から与えられる計測対象特性名と計測方式のデータを受
け取る（ＳＴ９）。なお、このステップ９の処理と、上記した土壌タイプの入力モードや
含水比の入力モードを設定する処理は、上記した順番に限る必要はなく、任意の順番で実
行可能である。そして、上記各処理が完了したならば、計測終了するまで、以下に示す処
理を各計測点にて実行することになる（ＳＴ１０）。
　まず、含水比や土壌タイプが自動計測モードであるか否かを判断する（ＳＴ１１，ＳＴ
１３）。自動計測モードでない場合には、すでに対応する値が記憶されているので、その
記憶された値を使用する。また、自動計測モードの場合には、含水比の場合には、反射光
量に基づいて算出し（ＳＴ１２）、土壌タイプの場合には、撮像したカラー画像に基づい
て設定する（ＳＴ１４）。
　上記のようにしてステップ１４までの処理を実行すると、計測しようとする地点におけ
る４つの入力データ（土壌タイプ，含水比，計測対象特性名，計測方式）が決定されるの
で、決定部５９はそれに基づいて土壌計測用データ記憶部６０にアクセスし、対応する計
測条件とモデルを読み出す（ＳＴ１６）。そして、計測条件は土壌センサＳにセットし、
モデルは計測情報処理部５５に与える。
　その後、計測条件により設定された必要な計測データが、土壌センサＳから計測情報処
理部５５に与えられるので、その計測データに基づいてモデルを利用して土壌の特性を計
測する（ＳＴ１６）。そして、その求めた土壌の特性と、計測地点の位置情報（ＧＰＳに
より求める）を関連付けたマップを土壌マップ作成部５０で作成し、土壌マップ記憶部５
２に記憶する。このステップ１１～１７までの処理を、計測終了（通常は、圃場の全領域
を計測）するまで繰り返し実行する。
　第１６図は、本発明の第２の実施の形態を示している。同図に示すように、本実施の形
態ではトラクタなどに搭載し、圃場内を移動する土壌測定装置本体７０と、トラクタには
搭載せず、土壌測定装置本体７０と通信し、計測条件やモデルを設定する土壌測定支援装
置２６′とを分離して構成している。もちろん、実際に運用するに際し、土壌測定支援装
置２６′をトラクタに搭載し、土壌測定装置本体７０とともに圃場内を移動させてもかま
わない。要は、実際に土壌特性を計測する装置本体部分と、計測するのに必要な各種条件
を設定する支援装置を分離して形成できていればよい。
　そして、土壌測定装置本体７０と土壌測定支援装置２６′間では、それぞれに設置され
た通信インタフェース部７１，７２を介してデータの送受を行っている。このデータの通
信は、有線並びに無線のいずれの通信媒体を用いることができる。
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　また、具体的な構成としては、第６図に示す装置構成において、実際に土壌特性を計測
する際に必要な処理部、つまり、土壌面から各種情報を取得する土壌センサＳや、その土
壌センサＳから与えられた計測データに基づいて土壌特性を計測する計測情報処理部５５
や、その計測情報処理部５５から出力される計測結果に基づいて土壌マップを作成するた
めの土壌マップ作成部５０及び位置情報を取得するＧＰＳ装置５１並びに、土壌マップ作
成部５０で作成された土壌マップを記憶する土壌マップ記憶部５２などが土壌測定装置本
体７０に実装される。
　さらに、計測情報処理部５５に対して操作員等から各種の制御命令を与えるためのマン
マシンインタフェース部７３と、計測情報処理部５５の計測結果等を外部装置に送るため
の無線送信部７４を備えている。
　一方、土壌測定支援装置２６′側には、第６図に示す装置構成のうち、前処理機能を実
現する処理部、つまり、土壌タイプを自動的に求めるための特徴抽出部５６と土壌タイプ
識別部５８と、含水比を自動的に求めるための含水比検出部５７と、土壌計測用データ記
憶部６０並びに計測条件等を決定する決定部５９が実装されている。また、図示省略する
が、ＧＩＳデータなども実装することは、もちろんかまわない。
　そして、本形態では、土壌タイプ，含水比を自動的に求めるために必要な計測データは
、土壌センサＳから計測情報処理部５５を経由して土壌測定装置本体７０側から通信イン
タフェース部７１，７２を介して与えられる。また、計測方式や計測対象特性名等のマニ
ュアル入力されるデータも、土壌測定装置本体７０側から与えられる。具体的には、マン
マシンインタフェース部７３から与えられたデータが、計測情報処理部５５を介して与え
られる。もちろん、計測情報処理部５５を介すことなく直接通信インタフェース部７１を
介して与えられるようになっていてもよい。さらには、土壌タイプや含水比をマニュアル
入力する場合も、上記した計測方式等と同様の経路で決定部５９に与えることができる。
　また、決定部５９で決定した計測条件とモデルは、両通信インタフェース部７１，７２
を介して土壌測定装置本体７０に伝送され、さらに計測情報処理部５５を介して土壌セン
サＳに設定される。つまり、本形態では、計測情報処理部５５には、本来の土壌特性を計
測する機能に加えて、第６図に示す計測条件設定部や、データの転送機能も付加している
。なお、その他の各処理部の具体的な処理機能は、上記した第１の実施の形態と同様であ
るのでその詳細な説明を省略する。
　次に、上記した第２の実施の形態の装置を用いた本発明に係る計測方法の実施の形態を
説明する。第１７図，第１８図は、土壌測定装置本体７０の処理機能を示している。同図
に示すように、まず、マンマシンインタフェース部７３を用いて計測方式，計測対象特性
名を入力する（ＳＴ２１）。よって、計測情報処理部５５は、係る２つの入力データを受
け取る。また、土壌センサから含水比の概略値を求めるためのデータを取得する（ＳＴ２
２）。このデータとしては、例えば特定波長の反射光量が用いられる。さらに、カラーテ
レビカメラで撮像した土壌面のカラー画像を取得する（ＳＴ２３）。さらにＧＰＳ装置５
１を用い、現在の位置情報を入手する（ＳＴ２４）。
　そして、上記ステップ２１～２４を実行して得られた各種情報を計測情報処理部５５が
電文にまとめ、センサ側の通信インタフェース部７１を介して土壌支援装置側に送信する
（ＳＴ２５）。なお、位置情報はＧＩＳデータを利用しない場合には、特に電文にまとめ
て送らなくてもよい。
　土壌測定支援装置は、電文で送られてきた各種情報を取得し、土壌タイプ，含水比を求
めるとともに、決定部５９にて土壌タイプ，含水比情報と、与えられた計測方式，計測対
象特性名に基づいて計測条件とモデルを決定する。そして、決定部５９が計測条件とモデ
ルを電文にまとめて支援装置側の通信インタフェース部７２を介して土壌測定装置本体７
０側に伝送する。
　土壌測定装置本体７０は、土壌測定支援装置２６′から送られてくる応答の有無を判断
し（ＳＴ２６）、応答を受けたならば、受け取ったデータに基づいて土壌センサＳに計測
条件を設定するとともに、計測情報処理部５５にモデルを設定する（ＳＴ２７）。
　そして、計測情報処理部５５は、設定した計測条件により土壌センサＳから出力される
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計測データを受け、モデルに基づいて土壌特性を求める。そして、ＧＰＳ装置５１で検出
された位置情報と対応付けて土壌マップ作成部５０にてマップを作成する（ＳＴ２８）。
また、求めた計測情報等は、無線送信部を通じて外部に送信することができる（ＳＴ２９
）。そして、上記した一連の処理を全ての計測位置に対して実行する（ＳＴ３０，３１）
。
　なお、上記した実施の形態では、含水比はマニュアル入力か反射光量に基づいて行うよ
うにしたが、本発明はこれに限ることはなく、水分センサなどにより概略値を求めるよう
にしてもよい。さらに、上記した各実施の形態では、土壌特性は、反射光量に基づいて求
めることを説明したが、土壌センサはこれに限ることはなく、力学的，電気的，化学的そ
の他の各種の情報に基づいて検出することができる。
　第１９図は、本発明の別の実施の形態を示している。本実施の形態では、土壌測定支援
装置２６を改良している。すなわち、本形態における土壌測定支援装置２６は、主として
土壌タイプの決定方式を変更している。土壌タイプについて説明する。土壌タイプとして
は、例えば、国際土壌学会法（３角図による土性分類）と農耕地土壌分類がある。前者は
粘土含量で分類し、後者は土壌の生成作用などから総合的に判断するようになっている。
そして、具体的には、以下の通りである。
　まず、国際土壌学法に基づくものは、第２０図に示すように、土の種類は、粒径に基づ
いて粘土，シルト，砂の三種類に分けられる。そして、土壌タイプは、まず、粘土含量で
４段階に分類され，さらに砂（あるいはシルト）の割合により合計１２タイプに分類され
る（第２１図参照）。
　なお、土，シルト，砂の割合を正確に測定するためには、実験室における粒土分析を用
いる必要があるが、粘土含量は EMI（ Electro-Magnetic Induction電磁誘電率）に対応す
るので、ＥＭＩを利用して４大分類（重埴土系，埴土系，埴壌土系，砂土系）は区別する
ことができる。
　そして、粘土含有量は、土の保水性や機械的性質を左右するパラメータである。その結
果、粘土含有量は、肥沃度パラメータ（窒素など）の特性に強く関係するので、上記４大
分類を区別するだけでも十分な効果がある。
　一方、農耕地土壌分類に基づく土壌タイプは、正確には、各圃場ごとのデータベースを
別途作らないと判定し難いが、土色によりおおざっぱな特性が判別される。
　土の色と土壌の相関は、第８図に記載した通りであるが、視点を変えて含有物と色の関
係を示すと、第２２図のようになる。そして、図示するように、土壌の色は、含有成分よ
り大まかにその土壌タイプを分類できる。この点は、第８図を用いて説明したとおりであ
る。
　一方、計測情報処理部５５に与えるモデルを決定するために必要な含水比を決定するに
際し、土壌タイプがある程度決まらないと、含水比の概略値を求めることが困難なことが
ある。すなわち、例えば粘土と砂では、同じ含水比であっても砂の方が粘土に比べ保水性
が悪いため、吸光度では、砂のほうが水分が多いようなスペクトルを示す。
　そこで、本形態では、第１９図に示すように、土壌センサＳから出力される計測データ
に基づいて土壌タイプを決定する手段として、水分量を求めるために必要な大まかな土壌
タイプを決定する第１土壌タイプ識別部５８ａと、実際にモデルｍを決定するために必要
な細かな土壌タイプを求める第２土壌タイプ識別部５８ｂとを設ける。これにより、第１
土壌タイプ識別部５８ａの出力は、水分量検出部５７′に与え、第２土壌タイプ５８ｂの
出力を決定部５９に与えるように構成する。つまり、第６図に示した実施の形態との関係
で言えば、第２土壌タイプ識別部５８ｂが土壌タイプ識別部５８に対応する。
　さらに本形態でも、上記したように自動的に土壌タイプを決定するのではなく、過去に
求めたデータに基づいて決定することもできるようにしている。つまり、測定する農地の
位置の入力を受け、それに基づいてＧＩＳデータ記憶部６３をアクセスし、対応するＧＩ
Ｓデータに格納された土壌タイプを取得する。なお、農地の位置情報は、ユーザが直接入
力してもよいし、ＧＰＳ装置５１から位置情報を取得するようにしてもよい。さらに、マ
ニュアル入力部６２からユーザが土壌タイプを直接入力するようにしてもよい。このＧＩ
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Ｓデータや、ユーザが手作業でのキー入力によって入力する方式については、第１，第２
土壌タイプ識別部５８ａ，５８ｂのいずれにおいても適用できる。
　また、土壌センサＳは、分光装置等の土壌の光学特性を計測する手段に加え、測定対象
の土壌面を撮像するＣＣＤカメラ等の撮像装置や、ＥＭＩを検出するセンサ並びにロード
セルなどの圧力を測定するセンサなど各種のものがある。
　そして、土壌センサＳから第１土壌タイプ識別部５８ａへは、ＥＭＩや画像データなど
の水分量ｗ以外の情報である計測データｘ１を与えるようになっている。正確には、計測
データｘ１は特徴抽出部５６に与えられ、そこにおいて第１土壌タイプ識別部５８ａで識
別するために必要な特徴量を抽出するようになっている。
　第１土壌タイプ識別部５８ａでは、水分量ｗの情報を用いずに、観測データｘ１を用い
て粗い土壌タイプｔ０を決定する。具体的には、計測データｘ１が土壌をテレビカメラで
撮像して得た画像データとすると、その土壌表面のテクスチャ分析し、それに基づいて判
断する。
　すなわち、粘土含量が増えるとテクスチャが細かくなる。また、粘土含量が少なくなり
、砂の割合が多くなるとテクスチャが粗くなる。そして、テクスチャを表現する特徴量と
しては、フーリエパワースペクトルを用いることもがきる。テクスチャが細かい場合には
、フーリエパワースペクトルにおいて、原点から離れたところに比較的多くのエネルギー
成分が分散して存在し、粗いテクスチャの場合には、原点の近くにエネルギーが集中する
。
　そこで、特徴抽出部５６では、受け取った画像データに基づき、テクスチャの粗さを表
現するテクスチャ特徴量であるフーリエパワースペクトルを求め、それを第１土壌タイプ
識別部５８ａに与えるようになる。
　そして、第１土壌タイプ識別部５８ａでは、受け取ったフーリエパワースペクトルに基
づき、粗い土壌タイプ（重埴土系，埴土系，埴壌土系，砂土系の４分類）ｔ０を生成する
。つまり、テクスチャが細かい方から順に、「重埴土系→埴土系→埴壌土系→砂土系」と
なるので、予め各領域を区分けするしきい値を設定しておき、取得したテクスチャの粗さ
に対応するフーリエパワースペクトルがどの領域に属するかを判断することにより、簡単
に粗い土壌タイプを求めることができる。そして、このようにして求めた土壌タイプｔ０
は、水分量検出部５７′と第２土壌タイプ識別部５８ｂに与えるようになっている。
　また、計測データｘ１がＥＭＩの場合には、そのＥＭＩの大小に基づいて、粗い土壌タ
イプ（重埴土系，埴土系，埴壌土系，砂土系の４分類）ｔ０を生成するようにしてももち
ろんよい。すなわち、ＥＭＩから電気伝導度ＥＣがわかるので、そのＥＣ値を下記の回帰
式に代入することにより、粘土含量を求める。
　粘土含量＝２２．８＋０．１３３×ＥＣ値
　そして、求めた粘土量から、土壌タイプを求めることができる。なお、上記した回帰式
は、
　ＥＣ値＝Ａ＋塩濃度＋粘度含量
の関係式（Ａは定数）から，算出される。
　さらにまた、粘土含有量が多いものほど抵抗が大きいので、土壌センサＳとして、ロー
ドセルなどを用い、そのロードセルを土壌中に挿入した状態で移動し、その時に土壌から
受ける負荷抵抗に基づいて粗い土壌タイプを求めるようにすることもできる。
　一方、第２土壌タイプ識別部５８ｂは、土壌センサＳから与えられる観測データｘ１（
実際には、センサ出力に基づいて抽出された特徴量）並びに第１土壌タイプ識別部５８ａ
で決定された粗い土壌タイプｔ０を用いて、設密な土壌タイプｔを求めるようになってい
る。そして、観測データｘ１としては、土壌のカラー画像と土壌の吸光度を用いる。そし
て、具体的には、以下に示す処理を実行する。
　まず、カラー画像（ＲＧＢ）から土壌の色を、明度，彩度，色相の３種類の情報に変換
する。次いで、明度，彩度，色相をインデックスとして、土壌を高有機物土壌，低有機物
土壌，酸化性，還元性の土壌色に基づく４分類ｃ０に分類する。すなわち、標準土色系か
ら、上記４つのタイプの土壌色の範囲が明度，彩度，色相によって特定される。従って、
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計測データに基づいて得られたＲＧＢデータを明度，彩度，色相に色変換して得られた特
徴量が、どのタイプの範囲に属するかを判断することにより４つの分類ｃ０のうちのどれ
かが求められる。
　そして、上記のようにして求めた分類ｃ０と、第１土壌分類タイプ識別部で求めた分類
ｔ１に基づき、精密な土壌タイプｔを求める。ここでいう土壌タイプは、ｔ０（４種類）
とｃ０（４種類）を組み合わせた合計１６種類に分類分けをする。一例を示すと、「重埴
土系の高有機物土壌」や、「砂土系の酸化性土壌」などの土壌タイプｔが決定される。
　水分量検出部５７′は、第１土壌タイプ識別部５８ａで求めた粗い土壌タイプｔ０と、
土壌センサＳから与えられる観測データｘ１（土壌からの反射光スペクトル）を用いて水
分量ｗ（３ランク程度）を計測する。ｗ＝ｈ（ｘ１，ｔ０）により決定する。
　つまり、水は、近赤外領域の波長１４５０ｎｍを中心とした光を吸収する。また反射ス
ペクトルを測定する土壌の観測面は装置で決まり一定である。従って、反射光の１４５０
ｎｍの強度と、水による吸収のない例えば１３００ｎｍの反射光強度あるいは反射強度か
ら求めた吸光度（吸光度＝ｌｏｇ（１／Ｒ）　Ｒ：反射光強度）を比較することにより、
土壌の相対的な含水比を求めることができる。
　そこで、反射光スペクトルｘ１に基づいて求められた相対的な含水比と、第１土壌タイ
プ識別部５８ａで求めた粗い土壌タイプｔ０の相関を求めたテーブルを用意することによ
り、観測土壌の含水比の概略の絶対値を求めることができる。
　なお、土壌からの反射スペクトルは、土壌表面の凹凸が多いと弱くなり、また吸光度が
大きくなる。そして、同一土壌タイプであっても、観測する土壌面が常に一様と限らない
。そこで精密な土壌タイプを決定するに際し、上記した粗い土壌タイプｔ０と、吸光度情
報に加え、土壌面の凹凸情報も含むとよい。一例を示すと、凹凸の大きい地点の観測デー
タは除外したり、土壌の凹凸の影響を補正するなどができる。なお、土壌の凹凸の計測は
、レーザを斜め方向からライン照射し、光切断法で凹凸の深さを測定することができる。
　決定部５９は、水分量検出部５７′で求めた水分量ｗと、第２土壌タイプ識別部５８ｂ
で求めた土壌タイプｔを用いて、土壌計測用データ記憶部６０に格納された土壌モデルＤ
Ｂをアクセスして、土壌観測装置を制御するための計測条件と、土壌特性算出のための土
壌計測用モデルｍを得る。そして、計測条件に従って、計測条件設定部６１が、土壌セン
サＳに与える制御データＣを求めるとともに、求めた制御データＣを土壌センサＳに与え
るようになっている。
　制御データＣ，土壌計測用モデルｍはＤＢｃとＤＢｍから読み出される。
　　ｍ＝ＤＢｍ（ｗ，ｔ）
　　Ｃ＝ＤＢｃ（ｗ，ｔ）
　制御データＣは、土壌観測装置より具体的には土壌センサＳに与えられ、土壌観測に用
いるセンサの動作条件を制御する。このようにして設定された動作条件のもとで得られた
観測データｘを処理するためのパラメータとして、土壌計測用モデルｍを用いる。つまり
、土壌計測用モデルｍ，制御データＣは、第６図に示す出力の「モデル」と「計測条件」
に対応する。そして、入力条件である水分量（含水比）ｗと土壌タイプｔに対応する出力
条件を検索し、それを出力するようになる。この決定部５９並びに計測条件設定部６１に
おける処理機能は、第６図に示した実施の形態と同様である。もちろん、土壌タイプの分
類方式が変わると、それに応じて土壌計測用データ記憶部６０に格納する制御データｃと
土壌モデルｍは変わる。なお、より厳密にいうと、例えば暑い／寒いなどの気候条件や土
壌温度などによっても、土壌モデルｍや制御データＣが変わる。従って、温度センサによ
り自動的に、或いは、マニュアル入力部６２を用いてユーザが温度データを直接入力する
ようにし、決定部５９では、係る気候条件（温度情報）も加味して、制御データＣ，土壌
モデルＤＢを決定するようにするとなお良い。
　そして、実際の測定に際しては、土壌センサＳから出力される計測データを制御情報処
理部５５に与え、制御情報処理部５５では、決定部５９から与えられたモデルｍにしたが
って演算処理し、土壌の状態を求める。さらに、求めた土壌の状態とＧＰＳ装置５１から
得られる位置情報を土壌マップ作成部５０に与え、そこにおいて土壌マップを作成し、土
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壌マップ記憶部５２に記憶させる。これらの各部における処理は、第６図に示した実施の
形態と同様のものを用いることができるので、その詳細な説明を省略する。
　次に、新規な土壌での土壌モデルｍの作成手順について説明する。過去において同一の
場所或いは他の場所（同一土壌タイプ）で土壌モデルを作成し、土壌計測用データ記憶部
６０に格納していた場合には、上記した説明のとおり、測定に際し決定部５９が対応する
土壌モデルを読み出すことにより、リアルタイムで精度良く土壌特性を計測することがで
きる。
　しかし、まったく新たな圃場、或いは同一の圃場であっても何らかの要因により土壌タ
イプが変更されたような場合であって、既存に作成した土壌タイプのデータベースでは、
精度良く対応できない場合がある。係る場合に、土質が異なると成分算出のための回帰式
（検量線）を、その土壌の化学分析値を用いて補正する必要がある。そこで、新規な土壌
で土壌モデルｍを作成する手順としては、例えば第２３図に示すようなフローチャートに
従って実施することができる。
　まず、土壌モデルｍを作成しようとする圃場の各地点での光学特性（土壌光スペクトル
）を測定する（ＳＴ４１）。得られた土壌光スペクトル（観測データＸ）に成分濃度を求
めるための既存のモデル式（土壌計測用モデルｍ）を適用し、成分濃度の仮の分布図を作
成する（ＳＴ４２）。ここで用いるモデル式は、測定した圃場について大よその土壌タイ
プが予測される場合には、その土壌タイプに近いもののモデル式を利用する。なお、汎用
性のあるモデル式が設定できれば、それを利用することもできる。
　次に、土壌モデルｍの校正のための成分実測値（参照値）を得るための土壌サンプリン
グ位置を決める（ＳＴ４３）。具体的には、ステップ４２で求めた成分の仮の分布図（土
壌特性マップＭＡＰ（Ｒ））を参照し、その仮の分布図で、成分濃度が均等に分布するよ
うに土壌を採取する位置を決める。
　次いで、ステップ４３で決定した土壌サンプリング位置の土壌を採取し、実際の成分の
化学分析値（参照値）を求める（ＳＴ４４）。そして、各土壌サンプリング位置における
参照値と、実測値である土壌観測データＸを用い、そのずれからステップ４２で仮の成分
濃度を作成する際に用いた土壌モデルｍを補正する（ＳＴ４５）。
　その後、その補正した土壌モデルｍを土壌計測用データ記憶部６０に土壌モデルｍとし
て登録する（ＳＴ４６）。また、この補正した土壌モデルｍを用い、ステップ１で求めた
観測データＸから成分濃度分布を求めることにより、その測定時点での分布図を作成する
ことができる。さらにまた、この手順は、新規な土壌に対するモデル決定に限らず、既存
の土壌特性マップＭＡＰ（Ｒ）の精度の改善にも適用できる。
　第２４図は、本発明のさらに別の実施の形態を示している。本実施の形態では、第１９
図に示した装置を基本とし、さらに、環境保全装置９０を設けた。この環境保全装置９０
は、計測情報処理部５５で求めた土壌特性値ｆに基づき、その場で環境配慮型の農作業を
実行する装置である。この環境配慮型の農作業を実行すること或いは実行する装置をセン
サーベースＰＦという。
　すなわち、本形態では、土壌をセンシングすると、リアルタイムでそのセンシングした
地点の土壌成分等の土壌の状態を求めることができる。従って、例えば肥料を散布するに
際し、最適な肥料散布量を求めることができ、必要以上に肥料を与え、土壌の環境汚染を
招いたり、過肥料により農作物へ悪影響を与えることなどを未然に防止できる。さらには
、現在の土壌の状態と肥料の散布量から、肥料散布後の土壌の状態も容易に求めることが
できる。従って、散布後の状態が環境基準で許容される範囲内に収まるか否かも、散布す
る前に知ることができる。従って、必ず環境基準以下に収まるように散布量を制御するこ
とにより、環境保全ができる。換言すると、農作業の品質管理を精度良く行うことができ
る。
　もちろん、対象とする農作業は肥料散布に限ることはなく、各種の農作業に適用できる
のは言うまでもない。さらにまた、土壌環境が悪化している場合には、それを改善するた
めの各種処理を実行することになるが、これも測定後すぐに着手することができ、土壌，
農作物，環境に対する被害を最小限に抑えることができる。

10

20

30

40

50

(22) JP 3831249 B2 2006.10.11



　環境保全装置９０は、上記した処理、つまり、計測情報処理部５５から出力された計測
結果に基づき、必要な作業内容を決定し、その決定した作業内容を実行することを自動的
に行うものである。
　一例を示すと、作業内容が肥料散布の場合、その場での肥料散布量ｚは、次の式で決定
できる。そして、その決定した決定した肥料散布量ｚにしたがい、対応する肥料を実際に
散布する機能を有することになる。
　ｚ＝　　α（Ｙｍ－ｙ）：Ｙｍ－ｙが正のとき
　　　　　０　　　　　　：Ｙｍ－ｙが非負のとき
　ここで、Ｙｍは土壌特性値ｙに対応する目標値である。αはＹｍ－ｙを肥料散布量に変
換する関数である。このとき、Ｙｍは環境基準で許容される上限値以下に設定されること
により、その場所における土壌特性値ｙが環境基準を超過しないように設定されている。
さらに、農地の地下での地下水の流れの影響などによって、特定の肥料や農薬の成分が特
定の場所に集中し、その集中した地点で環境基準を上回ることを防止するために、農地の
特性に応じて、安全をみて実際の散布量ｚを少なめに出力できるように関数αを設定する
となお良い。
　第２５図は、本発明の他の実施の形態を示している。本実施の形態では、上記した各実
施の形態を基本とし、求めた土壌マップに基づいて、現時点或いは将来的にどのような農
作業をすればよいかの指針を決定する農作業決定支援システムである。
　同図に示すように、土壌マップ記憶部５２に記憶された土壌マップ（農地マップ）：Ｍ
ＡＰ（Ｒ）の情報および作業履歴（農地毎の農薬散布作業と施肥作業の履歴等）を農作業
決定支援装置９１に与える。作業履歴は、キーボードなどの入力装置を用いてユーザが入
力することができる。また、第２４図に示すように環境保全装置９０を有する場合には、
それと連動させ、その環境保全装置９０が実施した作業を、自動的に入力させるようにし
ても良い。
　農作業決定支援装置９１は、受け取った作業履歴と土壌マップと、作業知識データベー
ス９２に記憶された知識並びに各種のモデル９３に基づいて、施肥作業計画などを今後す
べき農作業を決定し、出力するようになっている。
　作業知識データベース９２に格納された知識は、農作業の決定に必要な農作業の方法に
関する情報を記憶し、要求に応じて提供する情報ベースである。そして、ネットワーク，
記録媒体などから必要な情報を読み込み内容を更新する機能を有する。更に、作業知識ベ
ース９２は、農作業の決定に必要な作物の品種に関する情報を有する。これは、作物名，
品種名，発芽率，播種量，成長関数，開花・結実関数・病害虫耐性などからなる品種特性
情報，施肥応答性，気温や日射などに対する振る舞いを示す環境応答性，栽培作業の注意
点を示す栽培作業性，収穫方法などからなる栽培特性，成熟，老化，密度，体積，形状な
どからなる貯蔵運搬特性などを含む。また、肥料に関する情報は、コスト，効果，成分，
使用方法などからなる。農薬に関する情報は、コスト，効果，成分，使用方法などから構
成される。
　一方、モデル９３は、成長モデル，病害モデル、気象モデル等がある。成長モデルは、
農地単位に作物の成長を予測するためのもので、稲を例に説明すれば、茎数，出穂期，成
熟期，稈長，穂長，穂数などを予測するモデルである。また、成長モデルは、農地毎に予
測開始から現時点までの作物成長の実績情報も記憶する。病害モデルは、農地単位で病気
，病害虫，および雑草の発生確率を算出する。また、一旦発生した病気、病害虫、および
雑草の拡散予測を行い、その予測される被害を算出する。ここで言う被害とは、病気、病
害虫、および雑草により出荷できない作物の割合を言う。更に、病害モデルは、農地毎の
過去の病理病害と雑草の発生実績を記録する。
　気象モデルは、農地単位の気象を予測するためのものモデルである。気象モデルは、農
地周辺に限定した地域のローカル気象情報と、より広域な広域気象情報を取得し、圃場の
日単位の気温，日照時間，降水量などの気象予測と月単位の気象予測を出力する。
　農作業決定支援装置９１を気象モデルからの気象の情報、成長モデルからの作物成長の
予測を示す情報、土壌マップからの土壌状態を示す情報、および作業履歴情報等から、現
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時点で、収穫が最大になる農薬散布作業計画と施肥作業計画の案を算出する。なお、この
農作業決定支援装置９１を含むシステムの具体的な機能構成は、例えば特開平１１－３１
３５９４号公報に開示されたものを用いることができる。
　また、図示の例では、農作業決定支援装置９１を含むシステムは、土壌測定支援装置２
６などと一体化して土壌測定装置に組み込んだ例を示したが、この農作業決定支援装置（
マップベースＰＦ）９１の部分を、独立させてサーバー側で保持するようにしてもよい。
　すなわち、農地で実際に土壌観測装置で土壌を観測しつつ、計測情報処理部５５で求め
られたｙ＝ｆ（ｍ，ｘ）で決まる土壌特性値ｙと、そのときの土壌観測装置の位置Ｒ（Ｇ
ＰＳ装置５１）の組をその都度サーバーに送信して、サーバー側で土壌マップを形成した
り、土壌マップ作成部５０で作成した土壌マップを一括してサーバーに送信する。
　サーバー側の農業決定支援装置９１では、作業知識ベース９２，作業履歴，モデル９３
をもとに、土壌マップを用いて作業計画を生成する。その作業計画を生成するアルゴリズ
ムは、上記したのと同様である。そして、このようにして生成した作業計画は、ネットワ
ーク等を介して農作業者に伝達される。
　さらにまた、このようにサーバで各圃場からのデータを一元管理するようにすると、作
業計画を提供を受けた農作業者は、その作業計画による作業の結果としての農作物の収量
や肥料や農薬の消費量などのデータを、サーバー側に提供することにより、以下のような
効果が生じる。
　すなわち、サーバー側では、農作物の収量などから、自己が決定した農作業内容があっ
ていたか否かの判断を行うことができる。そして、農作物の収量や肥料は農薬の消費量な
ども作業履歴として、土壌マップデータとともに、サーバーに蓄え、他の圃場・農園から
の問い合わせに応じた作業計画の出力のために利用できる。そして、多数の圃場における
作業履歴が長期間にわたって記録されると、入力された土壌マップデータと類似したマッ
プデータを持ち、モデル（成長モデル，病害モデル，気象モデル）も類似したものを持つ
他の圃場に関する過去の作業履歴から、農作物の収量や肥料の消費量などの総合評価が高
いものを選択し、作業計画の生成に用いることができ、より信頼性が高くなる。
　また、サンプルが多くなることから、作業計画を決定するに際し、作業計画の候補を複
数個発生させ、各候補ごとの農作物の収量，肥料の消費量などを農作業者に提示させ、農
作業者の選択を幅を広げるようにすることもできる。さらに、農作業と土壌マップとの間
の因果関係則を帰納的に求めて、作業計画の高度化を図ることができる。
　第２６図は、さらに別の実施の形態である。本実施の形態では、上記した各実施の形態
における土壌計測用データ記憶部６０に替えて、土壌モデルデータベース６０′を設けて
いる。
　土壌計測用データ記憶部６０が持つ情報としては、（１）土壌モデルｍ、（２）計測条
件Ｃであったが、本形態の土壌モデルデータベース６０′では、それら土壌モデルｍと計
測条件（制御データ）Ｃに加え、さらに各種の情報を関連付けて記憶している。そして、
この土壌モデルデータベース６０′の内部データ構造の一例を示すと、第２７図に示すよ
うになっている。
　すなわち、土壌タイプと水分量（さらには、計測対象特性名と気候条件）に関連付けら
れた土地計測用情報（ｍ，Ｃ）と、土壌関連情報が出力可能に構造化された状態でコンピ
ュータが読み出し可能に記憶されいる。そして、土壌関連情報としては、例えば、広告情
報，栽培レシピ，収穫実績，農地所在地，土作り指導情報等がある。これら欠く情報が土
壌タイプと水分量に関係付けられて記憶される。そして、各情報について説明すると、以
下の通りである。なお、気候条件は、上記した第１９図に基づく実施の形態で説明したよ
うに、気候条件（温度情報）に基づいてより高精度に土壌の状態を計測するために用いる
情報である。
　＊広告情報
　公告情報は、土壌タイプに応じて、その土壌タイプでの農業に適した作物の種子，農薬
，肥料などの広告や、たとえば「有機農法」と宣伝できる農地かどうかを鑑定するような
土壌鑑定サービスの広告の情報、さらには、汚染物質（硝酸態窒素の地下水汚染，ダイオ
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キシン汚染など）の汚染情報とその分析・評価のサービス情報等がある。連絡先や、サー
ビスの内容を格納する。
　＊栽培レシピ＋収穫実績紹介の情報
　栽培レシピ＋収穫実績紹介の情報は、土壌タイプに応じて、どのような作物をどのよう
な農作業によって育成したら、どんな収穫が得られたかという実績の情報である。
　＊農地所在情報
　農地所在情報は、指定された土壌タイプの土壌を有する農地が、どこに存在し、その所
有者は誰で、連絡先はどこかを記載した情報である。これは、種子会社や農薬メーカや肥
料メーカなどが、能動的に需要者に自社商品を売り込むために利用できる。
　＊土作り指導情報
　土作り指導情報は、土壌タイプ別の土作り指導のための通信教育のホームページであっ
たり、土作り指導用教材の申込ページであったりする。さらには、地下水汚染や表面流失
汚染などの防止基準や対策（最適肥培管理モデル）等に関する情報などもある。
　そして、上記した説明からもわかるように、各種情報は、実際の土壌測定をするために
直接的に使用するものではない。つまり、土壌モデルデータベース６０′に格納されたデ
ータのうち、土壌モデルｍ，計測条件（制御データ）Ｃが、土壌測定支援装置２６内の決
定部５９に与えられる。
　一方、その他の各種情報は、例えば、計測情報処理部５５で求めた土壌成分や、土壌測
定支援装置２６内の各種土壌タイプ識別部５８，５８ａ，５８ｂで求めた圃場１０の土壌
タイプに基づいて、土壌モデルデータベース６０′をアクセスし、該当する情報を読み出
すとともに、図示省略のモニタなどの出力装置に出力することに用いられる。これにより
、土壌測定支援装置２６を用いて土壌の状態を測定したユーザは、自己の圃場に関連する
有益な情報を知ることができるので好ましい。
　なお、図示省略するが、上記した土壌モデルデータベース６０′に対する検索処理並び
にその検索結果を表示させる機能処理部は、土壌測定支援装置２６の内外のいずれかに別
途組み込む必要はある。また、検索を自動的に行うのではなく、ユーザがマニュアルで検
索できるような機能を組み込んでも良い。
　上記した土壌モデルデータベース６０′に格納されたデータは、例えば、係るデータを
記録したＣＤ‐ＲＯＭ，ＤＶＤなどの記録媒体を入手し、コンピュータ（土壌測定支援装
置２６）に読み取らせ、コンピュータ内部の記憶部に格納することにより利用できる。ま
た、ＣＤ－ＲＯＭドライブなどの記録媒体内にデータを読み込むドライブ装置を用意する
とともに、そのドライブ装置内に記録媒体にセットし、各種の情報は、その都度ドライブ
装置内の記録媒体に対して読みにいくようにしてもよい。
　さらにまた、インターネットその他のネットワークを介して配信される上記データを取
得するようにしてもよい。この場合に、例えば第２６図に示すように、土壌モデルデータ
ベース６０′に格納すべき情報を管理する土壌モデルデータベース管理システム９５を用
意し、土壌測定支援装置２６はその土壌モデルデータベース管理システム９５と連携し、
その土壌モデルデータベース管理システム９５を介して土壌モデルデータベースに格納す
る情報を入手するようにしてもよい。
　このとき、土壌モデルデータベース管理システム９５は、ツール装置等のコンピュータ
であり、そのコンピュータとケーブルその他の通信媒体（有線／無線可）を介して接続し
て、情報の送受を行うことができる。さらに、インターネットその他のネットワークを介
して接続し、ネットワーク配信等をすることにより必要な情報を取得し、土壌モデルデー
タベース６０′に格納することもできる。
　特に、後者のネットワーク配信を利用した場合、最新の情報（土壌モデルｍ，計測条件
（制御データ）Ｃ，各種情報の任意の情報）を簡単に取得でき、高精度な土壌の計測とそ
れに伴なう有益な情報の取得が期待できる。なお、取得する情報としては、土壌モデルデ
ータベースに格納する情報に限ることはなく、例えば、農作業決定支援システムを実行す
る際に必要な作業知識データベースやモデル、さらには、農作業決定支援装置９１の決定
アルゴリズム（エンジン）などの供給も行えるようにするとよい。
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　第２８図は、本発明のさらに別紙の実施の形態を示している。本実施の形態では、土壌
モデルデータベース管理システム９５の機能を拡張するとともに、各利用者がネットワー
ク等を介して土壌モデルデータベース管理システム９５と接続し、土壌モデルに関する情
報の提供や享受を行えるようになっている。
　そして、この土壌モデルデータベース管理システム９５を中心としたネットワークシス
テムに参加する利用者（関係者）としては、以下に示すものがいる。そして、それらは常
時同時に接続されているのではなく、必要に応じて個別にネットワークワークを介して土
壌モデルを利用することになる。
　＊運営者：
　運営者は、土壌モデルデータベースを管理・運営する者である。土壌モデルデータベー
ス管理システム９５を管轄する者でもある。
　＊広告者（農業関連商品メーカ）：
　広告者は、土壌モデルデータベースに、自社製品の広告情報を出して、このデータベー
スをアクセスする者の特性に応じた広告を提供し、自社製品の販売高の向上を目指す者で
ある。実際には、土壌モデルデータベース中の土壌タイプに対応する広告情報の欄に、広
告料を払って登録する。この広告料は、システム管理者でもある運営者に渡る。例えば、
種子や肥料を製造・販売メーカにとっては、その種子等を使用するのに適した土壌タイプ
の欄に関連付けて広告情報を登録するので、その広告情報を必要な人が良く見ることにな
るので、効率が良く広告宣伝効果が高くなる。すなわち、広告情報を見る人は、多くの場
合、その土壌タイプに関係する人、例えば、「広告情報に関連付けられた土壌タイプが、
自己の圃場の土壌タイプである一般農家等」となる。よって、広告者にとっては、利用価
値の高いシステムとなる。
　＊栽培レシピ等の登録者（篤農家、農業生産法人）：
　栽培レシピ等の登録者は、土壌タイプや気候条件に応じた作物の栽培レシピ，収穫実績
データを作成し、土壌モデルデータベースに登録料を支払って登録し、自分の栽培レシピ
が利用される回数に応じてデータ使用料を受け取る者である。なお、金銭の決済の仕方は
、上記したものに限ることは無く、登録料を無料にしたり、逆に、情報提供料として運営
者から金銭を受けるようにしても良い。特に、運営者にとって重要なのは、正しくかつ早
い情報を沢山収集し、データベースに登録することにより、有意義な情報量を豊富に揃え
ることでもあるので、情報提供者（登録者）に対しては、登録料を無料或いは一律に運営
者から料金を支払うようにしてもよい。
　＊土壌計測用モデルの登録者（農業試験所、大学農学部など）：
　土壌計測用モデルの登録者は、土壌タイプや水分量に応じて、土壌特性を正しく計測す
るために必要な制御データＣおよび土壌計測用モデルｍを、実験を通じて算出して、土壌
モデルデータベースに登録する者である。土壌計測モデルが利用される回数に応じてデー
タ使用料を受け取る。
　＊アプリシステムメーカ：
　アプリシステムメーカは、土壌モデルデータベース管理者システムとの通信プロトコル
や、データベースのフォーマットの情報などの開示を受けたり、特別なデータへのアクセ
ス許可を得て、その対価としての使用料を支払いながら、さまざまなアプリケーションシ
ステムを構築し、運営する者である。
　＊利用者（一般農家、篤農家、農業生産法人、レジャー農園管理団体）：
　利用者は、土壌モデルデータベースをアクセスして、自分の農地に関する適切な情報や
サービスを受け、対価としての使用料を支払う者である。
　＊環境指向の消費者や消費者団体：
　環境指向の消費者や消費者団体は、農産物の生産地や生産者の情報を入力して、土壌モ
デルデータベースをアクセスする。そして、その農産物を生育させるのに利用した土壌環
境の清浄度や汚染度を読み出す。また、土壌鑑定の結果を読み出す。そして、購入すべき
農産物かどうかを判断するのに利用する。
　次に、上記した各利用者により構成されるネットワークシステムの機能，運用について
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説明する。まず、利用者が土壌モデルデータベースを管理する土壌モデルデータベース管
理システム９５に対し発した要求に応じ、土壌モデルデータベース管理システム９５が所
定の処理をする。
　すなわち、利用者が、土壌モデルデータベースに格納された情報を使用したい者の場合
には、利用者が情報取得要求を発するので、その情報取得要求の条件に合致する情報を土
壌モデルデータベースから取得して利用者に提供する。また、利用者が、土壌モデルデー
タベースに情報を登録したいという者の場合には、その利用者が情報登録要求をするので
、該当する格納エリアに登録要求された情報を登録し、以後、その登録された情報も利用
（提供）可能となる。
　さらに、上記したいずれの利用態様（情報の取得／登録）であっても、それが実行され
た処理の履歴情報（処理実行の日時，実行者ＩＤ，処理内容，取得又は登録した情報の種
類と量）を生成し記録する。つまり、土壌モデルデータベース管理システム９５は、土壌
モデルデータベースとともに、上記した履歴情報を記憶する履歴情報記憶部も有すること
になる。
　そして、所定のタイミング（例えば月単位等）で、履歴情報記憶部に記録された履歴情
報に基づいて、土壌モデルデータベースを利用した各利用者ごとに、使用料，データ使用
料，登録料，広告料等の利用料金の清算処理を行う。つまり、支払うべき金額と、徴収す
べき金額を算出し、支払い金額に基づいて支払い処理を行い、徴収すべき金額に基づいて
請求処理並びに徴収処理を実行する。
　なお、料金の徴収，支払いは、既存の銀行振込，引き落とし等の現金によってもできる
し、電子決済をすることもできる。さらには、このネットワーク上で使用できる電子マネ
ー，利用ポイントのようなものを作成し、係る利用ポイント等で清算するようにしてもよ
い。このようにすると、特に、利用料金の徴収と支払いの両方を実行する利用者の場合、
決済処理が簡単になり、実際の金銭の決済を行うことなく、重要な情報を登録することに
より、必要な他の情報を取得することができる。
　そして、上記した各処理を実行するためのコンピュータシステム、より具体的には土壌
モデルデータベース管理者システム９５の機能は、第２９図に示すようなフローチャート
とすることにより実現できる。
　なお、上記したシステム（ビジネスモデル）が有効に実現するために、次の条件が満た
されるようにするのが良い。
・土壌モデルデータベースに正確なデータが記録されていること
・土壌モデルデータベースに記録されているデータの量が豊富であり、頻繁に更新されて
いること
・制御データ，土壌計測用モデルのフォーマットが標準化されていて、多くの土壌測定装
置に適合すること
・土壌モデルデータベースへのアクセスが容易であり、料金も比較的に低額であること
・登録したデータの使用実績の情報に信頼性があり、データ使用料が適正に支払われるこ
と
　第３０図は、上記したネットワークシステムに接続し、土壌モデルデータベースを利用
する利用者として、土壌測定支援装置２６を使用する一般農家等に着目したネットワーク
構成を示している。
　同図に示すように、土壌モデルデータベース管理システム９５は、ネットワーク９６に
接続されているので、土壌支援装置２６をネットワーク９６に接続することにより、その
ネットワーク９６を介して土壌モデルデータベース管理システム９５と土壌支援装置２６
とが接続され、データの送受が可能となる。
　また、土壌モデルデータベース管理システム９５は、各利用者から提供された情報を格
納した土壌モデルデータベース９７（第２７図に示すもの）と、履歴情報記憶部９８を備
えている。
　そして、土壌支援装置２６は、必要な情報、つまり、土壌モデルｍと計測条件（制御デ
ータ）Ｃのみが必要な場合には、それらの情報の最新版の取得要求を土壌モデルデータベ
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ース管理者システム９５に発行し、それを受けて供給された情報を土壌計測用データ記憶
部６０に格納する。その後、その取得した情報に基づいて、土壌成分の計測等を行うこと
になる。
　また、必要な情報が土壌モデルｍと計測条件（制御データ）Ｃと、それ以外の情報を含
む場合には、土壌モデルデータベース９７に登録された対応するデータの取得要求をし、
それを受けて供給された情報を自己の土壌モデルデータベース６０′に格納する。その後
、その取得した情報に基づいて、土壌成分の計測等を行ったり、必要な情報の提供を受け
ることになる。
　一方、上記のようにして取得した土壌モデルデータに基づいて土壌測定支援装置２６で
測定して求められた土壌マップは、通常は、自己の農作業に使用し、「環境汚染対策」と
「土づくり農業」の両者を同時に追求することができるようになる。そして、この求めた
土壌マップを土壌モデルデータベース管理システム９５に送り、土壌モデルデータベース
管理システム９５が管理する土壌マップデータベース９９に登録するようにすることもで
きる。
　このようにすると、全国的な土壌タイプの分布状況を容易に把握できるので好ましい。
このとき登録する情報としては、土壌タイプだけでも良いし、その時の土壌タイプと土壌
の成分情報も関連付けて登録するようにしても良い。そして、土壌タイプ等は、その後に
有益な情報として利用できるので、登録にともない情報提供量を支払い、また、この土壌
マップを利用する利用者からはデータ使用量を徴収することができる。
　なお、便宜壌土壌マップデータベース９９を土壌モデルデータベース９５と分離して記
載したが、それらを一体の者として扱う、つまり、土壌マップデータベースも広い意味で
土壌モデルデータベースに組み込むものとすることができる。
　上記した各実施の形態は、いずれも装置に組み込んだ状態を前提として説明したが、上
記した各処理（例えば各図に示したフローチャートを実行するための処理）をコンピュー
タに実行させるためのプログラムとし、係るプログラムは所定の記録媒体に記録して提供
するようにしてもよい。
　すなわち、第３１図，第３２図に示すように、記録媒体としては、フロッピーディスク
（ＦＤ）８０やＣＤ－ＲＯＭ８１などがあり、係る記録媒体８０，８１に格納されたプロ
グラムは、ＦＤドライブ８２やＣＤ－ＲＯＭドライブ８３を介してコンピュータ８４に接
続された（内蔵された）ＨＤユニット８５にインストールされ、これにより、コンピュー
タ８４は、上記した実施の形態で説明した装置を構成することになる。
　具体的には、実施の形態における計測情報処理部５５，特徴抽出部５６，含水比検出部
５７（水分量検出部５７′），土壌タイプ識別部５８，決定部５９などは、ＨＤユニット
８５にインストールされ、例えば使用の都度ＨＤユニット８５から内部メモリ８６に転送
され、そこにおいて各種処理を高速に行うことができる。また、土壌計測用データ記憶部
６０，ＧＩＳデータ記憶部６３は、ＨＤユニット８５や、ＣＤ－ＲＯＭ８３などの記録装
置や記録媒体により実現される。
　さらに、キーボード８７，マウス８８は入力装置として機能し、この入力装置を介して
マニュアル入力するデータが与えられる。なお、図中符号８９は表示装置であり、解析結
果などを表示したり、マニュアル入力するデータや、ＧＩＳデータを読み出すための位置
情報などの他、各種制御命令を入力する際の内容を表示し、確認できるようになっている
。
産業上の利用可能性
　以上のように、本発明に係る土壌測定装置及び測定方法並びにプログラムを記録した記
録媒体では、水分量や土壌タイプが異なる土壌に対する土壌特性を、精度よく求めること
ができる。そして、土壌測定支援機能を設けるた場合には、測定地点に適した計測データ
やモデルを自動設定することができるので、効率よく計測できる。さらに、位置情報と土
壌特性を関連付けたマップが作成すると、後でそのマップを利用して各種計画をたてるこ
とができるので好ましい。
　また、土壌特性を測定・解析するための装置本体部分と、測定する際のモデルなどを設
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定する支援装置は一体でも良いし分離配置可能としてもよい。そして、分離範囲可能とし
た場合には、利用態様が多様化し、より利便性が高まる。
　また、本発明に係る土壌測定支援装置及び支援方法並びにプログラムを記録した記録媒
体では、土壌特性を求める際に必要な測定地点でのモデルや計測条件を自動的に設定でき
る。よって、効率よく、しかも高精度に土壌特性の解析ができる。
　さらに、土壌タイプや水分量に関する情報を自動的に設定する機能を設けた場合には、
高効率で間違いなく土壌特性を求めることができる。もちろん本発明では、自動的に設定
する機能はなくても良く、その場合には過去の土壌タイプのデータを用いることにより、
測定時における土壌タイプの検出処理が不要となり、処理時間の短縮が図れる。
　さらにまた、所定のデータを記録した記録媒体では、その記録媒体を用い、コンピュー
タに読取らせることにより、土壌を測定する地点の状態にあった計測条件や、モデルを簡
単に読み出し、土壌測定に利用することができ、高精度な土壌の解析が行える。さらには
、記録したデータの中に土壌関連情報を含ませると、土壌に関係した人にとって必要な情
報を効率良く提供したり、入出したりすることができる。
　さらに本発明では、土壌特性をリアルタイムで測定できるので、その測定した土壌にと
って現在必要な不足している物質とその量を求めることができるので、効率の良い土作り
ができ、農薬散布その他の土壌の改良等が行える。
　さらに、本発明に係る散布量制御装置，散布量決定装置及びそれらの方法では、上記物
質の散布量を決定するに際し、環境基準を考慮して行うため、環境保全を行うことができ
る。つまり、「環境汚染対策」と「土づくり農業」の両者を同時に追求することが可能と
なる。
【図面の簡単な説明】
第１図は、従来例を示す図である。
第２図は、本発明が適用される土壌測定装置の動作状態の一例を示す図である。
第３図は、本発明に係る土壌測定装置の実装状態を示す図である。
第４図は、第３図に示した装置の下部に形成された土壌掘削部及びセンシング部を示す拡
大図である。
第５図は、第４図のＩ－Ｉ線矢視断面図である。
第６図は、本発明に係る土壌測定装置並びに土壌測定支援装置の第１の実施の形態を示す
ブロック図である。
第７図は、含水比決定部の効果を説明する図である。
第８図は、土壌の色と原因物質の関係を示す図である。
第９図は、土壌計測用データ記憶部に格納されたデータ構造図（その１）である。
第１０図は、土壌計測用データ記憶部に格納されたデータ構造図（その２）である。
第１１図は、ＮＯ３ －Ｎのモデルの精度を立証するグラフである。
第１２図は、精密な含水比のモデルの精度を立証するグラフである。
第１３図は、有機物のモデルの精度を立証するグラフである。
第１４図は、本発明に係る土壌測定方法並びに土壌測定支援方法の第１の実施の形態を示
すフローチャートの一部である。
第１５図は、本発明に係る土壌測定方法並びに土壌測定支援方法の第１の実施の形態を示
すフローチャートの一部である。
第１６図は、本発明に係る土壌測定装置並びに土壌測定支援装置の第１の実施の形態を示
すブロック図である。
第１７図は、本発明に係る土壌測定方法の第２の実施の形態を示すフローチャートの一部
である。
第１８図は、本発明に係る土壌測定方法の第２の実施の形態を示すフローチャートの一部
である。
第１９図は、本発明に係る土壌測定装置並びに土壌測定支援装置の他の実施の形態を示す
ブロック図である。
第２０図は、土壌の種類と定義の関係を示す図である。
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第２１図は、土壌タイプとその定義の関係を示す図である。
第２２図は、土壌中の含有物質等が土壌色へ与える影響を説明する図である。
第２３図は、土壌モデルの作成方法を説明するフローチャートである。
第２４図は、本発明のさらに他の実施の形態を示すブロック図で、環境保全装置を組み込
んだ実施の形態を示す図である。
第２５図は、本発明のさらに他の実施の形態を示すブロック図で、農作業決定支援システ
ムを組み込んだ実施の形態を示す図である。
第２６図は、本発明のさらに他の実施の形態を示す図である。
第２７図は、土壌モデルデータベースのデータ構造の一例を示す図である。
第２８図は、土壌モデルデータベース管理者システムを含むネットワークシステムの一例
を示す図である。
第２９図は、土壌モデルデータベース管理者システムの機能を説明するフローチャートで
ある。
第３０図は、土壌モデルデータベース管理者システムを含むネットワークシステムの具体
的な適用例を示す図である。
第３１図は、本発明に係る記録媒体を実施するシステム構成を示す図である。
第３２図は、本発明に係る記録媒体を実施するシステム構成を示す図である。
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

(33) JP 3831249 B2 2006.10.11



【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】
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【 図 ２ ２ 】 【 図 ２ ３ 】

【 図 ２ ４ 】 【 図 ２ ５ 】
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【 図 ２ ６ 】 【 図 ２ ７ 】

【 図 ２ ８ 】 【 図 ２ ９ 】
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【 図 ３ ０ 】 【 図 ３ １ 】

【 図 ３ ２ 】
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